
基本 水

取り組む。

事業概要

農業振興施策を推進し、農業所得の安定的な向上を図ることで、地域経済の活性化に寄与し、市全体の持続可

期間目標 能な発展を支える。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和

産

 5年度実績 0 0 0 0 734 734

令和 6年度実績 0 0 0 0 415 415

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令

業

和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

農業関係者や

所

関連機関・団体との協

　

議の場や現地に赴き、

　

各種協議や営農相談・

属

指導を積極的に実施し

を

7

た。
実　績

協議の場を

6

設けたり現地に赴くこ

0

とにより、意思疎通が

5

円滑に進んだ結果、物

0

価高騰に伴う厳しい状

0

況下でも
理　由

、農家

農

から批判的な意見は聞

業

かれなかった。

農業関

委

係者や関連機関・団体

員

との連携を強化し、事

振

会

業の円滑な推進を目指

事

す。
今後の取組

務局 会　計 1 一般

興

会計

科　目 05010

し

1 農林水産業費・農業

ま

費・農業委員会費

事　

す

業 030100 農業者

【

年金基金受託事務費(

施

方

共通)

ＪＡとの協力体

針

制を維持し、新規加入

】

推進や待機者の受給手

１

続きをスムーズに行う

農

。

旧制度、新制度とも

業

に待機者が漏れなく年

の

金受給開始となるよう

担

に加入対象者の把握及

い

び名簿の作成・管理を

手

行う。また、経営移譲

策

及

を勧めることにより経

び

営主の若返りや担い手

新

への農地の集積を図る

規

。

事業概要

旧制度、新

就

制度ともに待機者が漏

農

れなく年金受給開始と

者

なるようにサポートす

（

ることで老後生活の安

後

定を図る

期間目標 。

新

継

規加入者を確保するこ

１

者

とにより、農業者年金

含

制度を維持する。

国庫

む

支出金 県支出金 地方債

。

その他 一般財源 事業費

）

計 （千円）

令和 5年

の

度実績 0 0 0 765 7

確

77 1,542

令和 

保

6年度実績 0 0 0 95 1,453 1,548

活動指標名 新規加入者

－

数 単位 人

計画 8 計画 6
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 6

実績 2 実績 1

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6

１

年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

今年度の新規加入者は、県農業会議からの推進目標である6名を達成することができなかった。
実　績

戸別訪問等の推進活動は行っているものの、農業の経済状況や個人型確定搬出年金

　

制度と併用できないため加
理　由

入まではたどり着けていない状況である。

農業委員・農地利用最適化推進委員・JAとの協力体制を維持し、戸別訪問等により農業者年金への新規加入者
今後の取組

を確保する。

農

所　　属 600500 地域振興課（野尻庁舎） 会　計 1 一般

林

会計

科　目 050102 農林水産業費・農業費・農業総務費

事　業 010400 農業総務費(野尻)

旅費や需用費などの一般管理費を計上し、農業振興に伴う営農指導や現地調査に活用することで、さまざまな

事業の実施に
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基本 水

業振興を実現する。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 2,391 2,391

令和 6年度実績 0 0 0 0 2,895 2,895

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令

産

和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

業

Ｒ６年度　認定農業者数：200（うち個人：135、法人34、共同申請：31）
実　績

 

農業経営改善支援指導員の活動を中心に

所

、認定農業者をはじめ

　

とする担い手の育成を

　

支援する事業を実施し

属

、
理　由

地域農業の持

を

2

続的な発展を支えたた

0

め。

農業経営改善支援

1

指導員の活動を推進し

0

、認定農業者や新規就

0

農者の経営基盤強化を

0

図るとともに、担い手

農

育
今後の取組

成を継続

業

的に実施する。

振興

振

課 会　計 1 一般会計

科

興

　目 050103 農林

し

水産業費・農業費・農

ま

業振興費

事　業 040

す

100 担い手育成支援

【

事業費(共通)

今の農

施

方

業は、農業経営者の育

針

成、担い手の確保は大

】

きな課題となっている

１

。そのため、関係機関

農

と連携し地域

の実情に

業

応じた事業展開を図る

の

。

事業概要

担い手の育

担

成確保を図るため、各

い

種事業の実施。

期間目

手

標  

国庫支出金 県支出

策

及

金 地方債 その他 一般財

び

源 事業費計 （千円）

令

新

和 5年度実績 0 0 0

規

1 0 1

令和 6年度実

就

績 0 0 0 0 5,782

農

5,782

活動指標名

者

認定農業者数 単位 経営

（

体

計画 690 計画 69

後

0
令和 5年度 令和 

継

6年度 令和 7年度計

１

者

画 690
実績 682 実

含

績 666

活動指標名 経

む

営体事業実施件数 単位

。

件

計画 3 計画 3
令和 

）

5年度 令和 6年度 令

の

和 7年度計画 2
実績

確

1 実績 0

活動指標名 単

保

位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績

－

0 実績 0

更新と同時に新規の認定農業者の確保に取り組み、６名の新規認定農業者を確保することが出来た。認定農業
実　績

者の経営安定、技術向上を目的に研修会や全国農業担い手サミットに参加した。

近年の少子高齢化

１

に伴い農業従事者も減少している。そのような中、認定農業者の維持、確保するため研修会
理　由

や全国農業担い手サミットに参加し意識の醸成を図った。経営体事業実施については要望がなかったため。

小林市認定農業者

　

会への活動支援を実施する。
今後の取組

所　　属

農

600500 地域振興課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 050103 農林水産業費・農業費・農業振興費

事　業 040400 担い手育成支援事業費(野尻)

農業経営改善支援指導員に関する経費を計上し、認定農業者

林

を中心に、次世代担い手や新規就農者の発掘・育

成に向けた具体的な支援事業を実施する。

事業概要

認定農業者を中心とした担い手を育成し、農業経営の安定化と技術向上を支援することにより、地域の活性化

期間目標 と農
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基本 水産業

所　　属

を

201000 農業振興

振

課 会　計 1 一般会計

科

興

　目 050103 農林

し

水産業費・農業費・農

ま

業振興費

事　業 130

す

100 農業経営の世代

【

交代対策事業費(共通

施

方

)

今後の小林市の農業

針

を支える農業後継者や

】

新規就農者の確保・育

１

成を図ることにより、

農

地域農業の振興と集落

業

活動の活性化を図る。

の

　R6～R8で、①Ｓ

担

ＡＰへの活動助成　②

い

就農準備資金・経営開

手

始資金及び経営発展支

策

及

援事業（国補助）

事業

び

概要 　　　　　　③農

新

業後継者支援事業（市

規

単独）を行う。

新規就

就

農者数について、R6

農

～R8各年度20名ず

者

つの計60名の確保を

（

目標とする。

期間目標

後

国庫支出金 県支出金 地

継

方債 その他 一般財源 事

１

者

業費計 （千円）

令和 

含

5年度実績 0 13,5

む

27 0 7,000 51

。

20,578

令和 6

）

年度実績 0 17,12

の

0 0 5,000 54 2

確

2,174

成果指標名

保

小林ＳＡＰ会員数 単位 人

計画 15 計画 15
令和 5年度 令和 6年

－

度 令和 7年度計画 15
実績 10 実績 10

成果指標名 新規就農者数 単位 人

計画 20 計画 20
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 20

実績 26 実績 18

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7

１

年度計画 0
実績 0 実績 0

新規参入者2名　後継就農者5名　雇用就農者11名
実　績

雇用就農者はいるものの、燃油価格や資材価格の高騰により農業での収益確保が困難になっている状況から新
理　由

規就農者や後継者の減

　

少が見られる。

各種総会等で事業の周知を図るとともに、市のホームページを活用した周知方法を拡充する。また、関係機関
今後の取組

が実施する相談会等に参加するとともに、集客方法や担い手確保に向けた新たな取り組

農

みを実施する。

林
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基本 水

6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

農業

産

委員会サポートシステムへの農地情報の整備と同時に、農地情報公開システム（eMAFF農地ナビ）の地図
実　績

データ更新も実施した。

農業委員会サポートシステムの本格的

所

稼働及び農地情報公開

　

システム（eMAFF

業

　

農地ナビ）の地図等の

属

データ更
理　由

新に向

7

けた取り組みを進める

6

ため。

農業委員会サポ

0

ートシステム及び農地

5

情報公開システム（e

0

MAFF農地ナビ）を

0

更新し、活用を進める

農

。
今後の取組

業

を

委員会事務局 会　計 1

振

一般会計

科　目 050

興

101 農林水産業費・

し

農業費・農業委員会費

ま

事　業 010100 農

す

業委員会行政事務費(

【

共通)

農地法の遵守及

施

方

び機構法による所有権

針

移転や利用権設定の促

】

進を通じての農地の利

２

用集積を行う。

事業概

農

要

農業経営の規模拡大

地

、農地等の集団化、耕

の

作放棄地の発生防止・

集

解消、農業への新規参

積

入への促進を図る。

期

と

間目標

国庫支出金 県支

策

耕

出金 地方債 その他 一般

作

財源 事業費計 （千円）

放

令和 5年度実績 0 4

棄

,886 0 133 19

地

,112 24,131

の

令和 6年度実績 0 5

発

,899 0 1,380

生

17,818 25,0

防

97

活動指標名 担い手

止

への農地利用集積面積

１

単位 ha

計画 3,904 計画 4,048
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 4,148

実績 3,964 実績 3,992

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指

－

標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

農地集積面積は計画の3,992㏊を達成した。
実　績

規模拡大を目指す認定農業者等に対してのあっせん活動による農地集積と考えられる

１

。
理　由

農業委員・農地利用最適化推進委員による積極的なあっせん活動等の継続。
今後の取組

　

所　　属 760500 農業委員会事務局 会　計 1 一般会計

科　目 050101 農林水産業費・農業費・農業委員会費

事　業 020100 農地調査農地基本台帳整備費(共通)

農

農

業委員会サポートシステムにより現況に基づく最新の農地情報を速やかに反映させる。

事業概要

担い手及び将来の担い手が耕作希望地を確認する際に必要とする様々な情報を正確に管理し、農地中間管理機

期間目標 構に迅速

林

に提供できるようにする。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 140 51 191

令和 6年度実績 0 41 0 164 46 251

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 
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基本 水

する現況及び将来の見通しについて調査を行い計画内容の見直しを行う。

また、整備計画内で定める農用地区域についても土地改良事業や道路整備等による変動を反映させるとともに

事業概要 、農地の利用状況等を考慮し区

産

域の見直しを行う。

計画の見直し期間は令和５年度から令和７年度を計画している。令和５、６年度に土地利用の動向や農業生産

期間目標 その他の事項に関する現況及び将来の見

所

通しについて情報収集

　

するとともに、農地の

業

　

利用状況等について現

属

地

確認等を行い資料作

7

成を行う。令和７年度

6

は県との協議、計画案

0

の公告・異議申出を行

5

う計画としている。

国

0

庫支出金 県支出金 地方

0

債 その他 一般財源 事業

農

費計 （千円）

令和 5

業

年度実績 0 0 0 0 5,

を

委

940 5,940

令和

員

 6年度実績 0 0 0 0

会

3,300 3,300

事

活動指標名 単位

計画 0

務

計画 0
令和 5年度 令

局

和 6年度 令和 7年

会

度計画 0
実績 0 実績 0

　

活動指標名 単位

計画 0

計

計画 0
令和 5年度 令

1

和 6年度 令和 7年

振

一

度計画 0
実績 0 実績 0

般

活動指標名 単位

計画 0

会

計画 0
令和 5年度 令

計

和 6年度 令和 7年

科

度計画 0
実績 0 実績 0

　

基礎調査（令和5年度

目

実施）の結果をもとに

0

、小林市農業振興地域

5

整備計画の素案を作成

0

した。農地面積等の
実

興

1

　績
見直しを行うとと

0

もに、掲載されていた

1

データについては最新

農

のものに更新を行った

林

。

整備計画内で定める

水

農用地区域内での土地

産

利用状況、土地改良事

業

業等による変動を反映

費

させる必要があるため

・

理　由
計画の見直しを

し

農

行った。

作成した小林

業

市農業振興地域整備計

費

画の素案をもとに、農

・

業振興地域の整備に関

農

する法律に基づく法手

業

続きを
今後の取組

行い

委

、計画の更新を行う。

員会費

ま

事　業 040100 機

す

構集積支援事業費(共

【

通)

農地法に基づく、

施

方

農地等の利用調整、利

針

用状況調査、所有者の

】

利用意向調査及び農地

２

台帳の整備等の事業。

農

農

地相談員による農地

地

集積の推進や耕作放棄

の

地発生の防止・解消の

集

活動、新規参入者の相

積

談・支援を行う。また

と

、農地中間管理機構と

策

耕

の連携による各種事業

作

の活用と支援も行う。

放

事業概要

農地の確保や

棄

担い手へ集積・集約化

地

できるよう農地の利用

の

関係の調整、耕作放棄

発

地発生の防止・解消、

生

新規参

期間目標 入の促

防

進を行う。

国庫支出金

止

県支出金 地方債 その他

１

一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 2,078 0 0 6,174 8,252

令和 6年度実績 0 3,594 0 0 7,180 10,774

活動指標名 耕作放棄地解消面積 単位 ㏊

計画 10 計画 10
令和 5年度 令和 6

－

年度 令和 7年度計画 10
実績 19.82 実績 13.81

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

１

実績 0 実績 0

耕作放棄地発生の防止・解消の活動により、今年度は13.81㏊の解消を図った。
実　績

農業委員・農地利用最適化推進委員による離農者等の所有する農地のあっせん活動や耕作放棄地の発生防止、
理　由

ま

　

た農地相談員による現地調査や所有者への相談・指導によるものと考える。

農業委員、農地利用最適化推進委員や農地相談員により更なる農地集積の推進や耕作放棄地発生の防止・解消
今後の取組

の活動に努める。

農

所　　属 201000 農業振興課 会　計 1 一般会計

科　目

林

050102 農林水産業費・農業費・農業総務費

事　業 020100 農業総務費（臨時）(共通)

土地の自然的条件や土地利用の動向、農地等の面積や利用状況、農業就業人口の規模、人口規模、農業生産そ

の他の事項に関

事務事業評価書 22



基本 水

振興課 会　計 1 一般会計

科　目 050103 農林水産業費・農業費・農業振興費

事　業 110100 農地中間管理事業費(共通)

地域での話し合いにより、担い手へ農地の集積・集約を進める。また、地域の農業のあり方や

産

農地利用の姿を

明確化した地域計画の策定を進める。

事業概要

今年度の再配分に向けて、地元の意向を調査しシャッフルも含めた変更手続きとなるよう取組を進め、R6=90h

所

期間目標 a、R7=9

　

0ha、合計180h

業

　

aの集積を図る。地域

属

計画はR6年度までに

2

策定ができるよう進め

0

る。

国庫支出金 県支出

1

金 地方債 その他 一般財

0

源 事業費計 （千円）

令

0

和 5年度実績 0 5,

0

336 0 7,115 1

農

83 12,634

令和

業

 6年度実績 0 651

を

振

0 9,041 1,00

興

0 10,692

成果指

課

標名 農地中間管理機構

会

への集積面積（再配分

　

含む） 単位 ha

計画 1

計

00 計画 90
令和 5

1

年度 令和 6年度 令和

一

 7年度計画 190
実

般

績 143.90 実績 1

会

49.20

活動指標名

振

計

単位

計画 0 計画 0
令和

科

 5年度 令和 6年度

　

令和 7年度計画 0
実

目

績 0 実績 0

活動指標名

0

単位

計画 0 計画 0
令和

5

 5年度 令和 6年度

0

令和 7年度計画 0
実

1

績 0 実績 0

農地中間管

0

理機構へ149.2h

3

aの集積を行った。
実

興

農

　績
集積組合1地区の

林

再配分については、書

水

類の作成等を実施した

産

。

担い手へ農地を集積

業

・集約することで作業

費

の効率化や耕作放棄地

・

の減少を図るため、地

農

域での話し合いを実施

業

理　由
した。また、配

費

分計画を策定するため

し

・

に地元の意向を調査し

農

資料を作成した。

農地

業

中間管理事業に伴う1

振

1地区の更新を地域計

興

画を基本として進めて

費

いくことで、農地集積

事

・集約化を推進し
今後

　

の取組
作業の効率化や

業

耕作放棄地の解消に努

0

める。

ま

80100 多面的機能

す

支払交付金事業費(共

【

通)

農地維持：交付単

施

方

価例　3千円/10a

針

（田）

資源向上（共同

】

活動）：交付単価例　

２

2.4千円/10a（

農

田）

資源向上（長寿命

地

化）：交付単価例　4

の

.4千円/10a（田

集

）

事業概要 ※全ての活

積

動に取り組む場合：9

と

.2千円/10a（田

策

耕

）

活動組織への推進・

作

指導・・・事業計画の

放

作成指導、書類審査、

棄

交付手続き等

実施状況

地

等の調査・確認・・・

の

確認図面・野帳の作成

発

等を含む現地確認（土

生

地改良事業団体連合会

防

等による現

地確認業務

止

委託を含む）、実績報

１

告確認等

農業・農村のもつ多面的機能を支える共同活動を支援する。地域資源（水路、農道等）の質的向上を図る共同

期間目標 活動を支援する。

活動組織への推進・指導を行う。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事

－

業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 116,490 0 0 39,264 155,754

令和 6年度実績 0 115,071 0 0 42,176 157,247

成果指標名 継続組織 単位 組織数

計画 29 計画 28
令和 5年度 令和 

１

6年度 令和 7年度計画 28
実績 29 実績 28

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績

　

0

すべての対象組織に対し、交付金の交付ができた。
実　績

農地面積に応じて交付金を交付することで、地域内の農地保全、管理等を実施できた。

計画的に交付に向けた作業を行うことができた。
理　由

各地域内の農地保全

農

、管理等を地域の話し合いの元、計画的に実施してもらうための推進及び指導が出来た。

令和６年度で活動期間が満了する21組織の活動継続を支援する。また、事務負担の軽減及び効率的な活動実施
今後の取組

のため、組

林

織の広域化を目指す。

所　　属 201000 農業
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基本 水

来像の明確化・共有を行う（上記に

加え取組むと10割単価）※その他、地域農業の維持・発展に資する一定の取組に対し一定の加算措置もある（

事業概要 例：超急傾斜地加算　6千円/10a）

対象集落への推進・指導・

産

・・事業計画の作成指導、書類審査、交付手続き等

集落協定の実施状況等の調査・確認・・・農業者等の立会による現地確認、実績報告確認等

中山間地域等の条件不利地域と平地

所

とのコスト差（生産費

　

）を支援する。

期間目

業

　

標 対象集落への推進・

属

指導を行う。

集落協定

6

に位置付けられている

0

実施状況等の調査・確

0

認を行う。

国庫支出金

5

県支出金 地方債 その他

0

一般財源 事業費計 （千

0

円）

令和 5年度実績

地

0 33,886 0 0 1

域

3,798 47,68

を

振

4

令和 6年度実績 0

興

33,980 0 0 13

課

,817 47,797

（

活動指標名 継続集落 単

野

位 集落

計画 28 計画 2

尻

8
令和 5年度 令和 

庁

6年度 令和 7年度計

舎

画 28
実績 28 実績 2

）

8

活動指標名 単位

計画

会

0 計画 0
令和 5年度

振

　

令和 6年度 令和 7

計

年度計画 0
実績 0 実績

1

0

活動指標名 単位

計画

一

0 計画 0
令和 5年度

般

令和 6年度 令和 7

会

年度計画 0
実績 0 実績

計

0

農業生産条件の不利

科

を補正するために交付

　

する交付金を計画的に

目

交付することが出来た

興

0

。また、法指定地域（

5

実　績
須木・野尻地区

0

）２０集落、県知事特

1

認地域（旧小林地区）

0

８集落の推進・指導を

3

行った。

計画的に交付

農

に向けた作業を行うこ

林

とが出来た。また、現

水

地調査を実施すること

産

で適切な指導及び支援

し

業

をする
理　由

ことが出

費

来た。

中山間等地域直

・

接支払制度取組組織が

農

全体更新時期を迎える

業

ため、適正な更新手続

費

きが出来るよう指導を

・

行い
今後の取組

、引き

農

続き地域内での農地保

業

全、管理等を実施する

振

。

ま

興費

事　業 11040

す

0 農地中間管理事業費

【

(野尻)

農地中間管理

施

方

事業の核となる担い手

針

への農地集積・集約推

】

進に向けた契約業務を

２

円滑に進めるため、必

農

要な人

員体制の整備と

地

報酬等の経費を計上し

の

、効率的な運営を支援

集

する。

事業概要

農地中

積

間管理事業を活用して

と

農地の集積・集約を推

策

耕

進し、効率的な農業経

作

営の確立を目指すこと

放

で、地域農業

期間目標

棄

の活性化と持続的な発

地

展を実現する。

国庫支

の

出金 県支出金 地方債 そ

発

の他 一般財源 事業費計

生

（千円）

令和 5年度

防

実績 0 0 0 2,821

止

14 2,835

令和 

１

6年度実績 0 0 0 3,806 56 3,862

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

－

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

農地中間管理事業を通じて、本年度の農地集積に伴い取り扱い面積は約74㏊となり、その内訳は新規契約48㏊
実　績

、既存契約更

１

新26㏊を含むものとなった。

農地利用集積円滑化団体事業の終了に伴い、農地中間管理事業への移行を進めた結果、農地集約面積の増加に
理　由

つながり、より効率的な農地利用が実現した。

地域集積協力金をはじめとす

　

る新たな制度の導入を進め、既存の組織（土地改良区や営農組合等）と連携を深
今後の取組

めながら、農地集積の加速と事業推進を図る。

農

所　　属 201000 農業振興課 会　計 1 一般会計

科　目 050103 農林水産業費・農業費・農業振興費

事　業 160100 中山間

林

地域等直接支払事業費(共通)

交付単価例：21千円/10ａ（田/急傾斜）対象活動例：農業生産活動等や多面的機能を増進する活動（8割単価

）集落戦略を作成し、農業生産活動の継続に向けた6～10年後の集落の将
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基本 水産

所　

業

　属 201000 農業

を

振興課 会　計 1 一般会

振

計

科　目 050105

興

農林水産業費・農業費

し

・農地費

事　業 170

ま

200 県単独土地改良

す

事業費(小林)

老朽化

【

した仕切弁（パイプラ

施

方

イン）を整備し機能を

針

回復することで、施設

】

の長寿命化、農業用水

２

の安定供給及

び維持管

農

理コスト低減を図る。

地

事業概要

農業用水の安

の

定供給及び維持管理コ

集

スト低減

期間目標

国庫

積

支出金 県支出金 地方債

と

その他 一般財源 事業費

策

耕

計 （千円）

令和 5年

作

度実績 0 0 0 0 0 0

令

放

和 6年度実績 0 3,

棄

657 0 0 0 3,65

地

7

活動指標名 単位

計画

の

0 計画 0
令和 5年度

発

令和 6年度 令和 7

生

年度計画 0
実績 0 実績

防

0

活動指標名 単位

計画

止

0 計画 0
令和 5年度

１

令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

県単事業を活用して二原土地改良区内の老朽化した仕切弁（パイプライン）の改修工事

－

を行った。
実　績

40年経過している仕切弁（パイプライン）が老朽化による故障で水田への配水調整が困難となったため、改修
理　由

工事を実施することで農業用水の安定供給を図ることが出来た。

市内全域で老朽化して

１

いる箇所が多数あるため、小林市土地改良区を中心に国、県の事業を周知し、定期的に
今後の取組

改修できるよう計画を立てる。

　農林
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基本 水

繕等の要望に対して適切かつ迅速な対応ができた。

施設の老朽化により利用者からの修繕等の要望が多くなってきているが、迅速に対応できたため安心安全な利
理　由

用が出来ている。

利用者数の状況

所

も考慮したうえで、今

産

　

後の施設管理について

　

中期的な計画をたてる

属

。
今後の取組

201000 農

業

業振興課 会　計 1 一般

を

会計

科　目 05010

振

2 農林水産業費・農業

興

費・農業総務費

事　業

し

010100 農業総務

ま

費(共通)

農業振興課

す

の各事業における、消

【

耗品や燃料費、負担金

施

方

等の総務経費の支出。

針

事業概要

R6～R8に

】

かけての農業振興課各

３

事業の円滑な運営を行

農

う。

期間目標

国庫支出

家

金 県支出金 地方債 その

所

他 一般財源 事業費計 （

得

千円）

令和 5年度実

の

績 0 0 0 0 12,53

向

7 12,537

令和 

策

上

6年度実績 0 0 0 0 12,232 12,232

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績

１

0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

農業振興課の事務の円滑な運営を行った。
実　績

幅広い種類の事務等を円滑に実施したため。
理　由

引き続き農業振興課の円滑な運

－

営を行う。
今後の取組

所　　属 201000 農業

１

振興課 会　計 1 一般会計

科　目 050102 農林水産業費・農業費・農業総務費

事　業 030100 農村施設管理運営費(共通)

施設の適切な維持管理を行うため

施設の保守点検の実施、光熱費の支出、指定管理委託の実施

　

等を行う。

事業概要

市民が安心安全に使用できるよう、施設を適正に管理・運営する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 1,573 11,072 12,645

令和

農

 6年度実績 0 0 0 1,371 11,323 12,694

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

林

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

指定管理を実施している施設に関しては、委託業者による適切な管理を実施できた。
実　績

その他の施設に関しては、修
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基本 水

過するため更新に伴う実施設計書を作成する。

事業概要

利用者が安全・快適に施設を利用できるようにする。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0

所

0 0 3,858 3,8

産

　

58

令和 6年度実績

　

0 0 0 0 2,660 2

属

,660

活動指標名 単

6

位

計画 0 計画 0
令和 

0

5年度 令和 6年度 令

0

和 7年度計画 0
実績

5

0 実績 0

活動指標名 単

0

位

計画 0 計画 0
令和 

0

5年度 令和 6年度 令

地

和 7年度計画 0
実績

業

域

0 実績 0

活動指標名 単

振

位

計画 0 計画 0
令和 

興

5年度 令和 6年度 令

課

和 7年度計画 0
実績

（

0 実績 0

空調設備を整

野

備したことで利用者が

尻

安全・快適に施設を利

庁

用してもらうことがで

舎

きた。また、浄化槽更

）

新に伴
実　績

う実施設

を

会

計書を作成したことに

　

より、更新に伴う事業

計

への着手次期を計画的

1

に行うことができた。

一

空調設備の更新を行っ

般

たため。
理　由

実施設

会

計書をもとに国庫事業

計

を活用するための計画

科

書を作成することがで

　

きた。

浄化槽の更新に

振

目

関しては、国・県及び

0

関係課と連携して令和

5

８年度事業着手に向け

0

て取り組む。
今後の取

1

組

02 農林水

興

産業費・農業費・農業

し

総務費

事　業 0304

ま

00 農村施設管理運営

す

費(野尻)

野尻町区内

【

の農村施設（野尻町農

施

方

村環境改善センター、

針

野尻町高齢者活動促進

】

施設、野尻町農村婦人

３

の家）の

環境整備を進

農

め、維持管理運営を強

家

化することで、施設の

所

利用促進と住民の安全

得

・快適な利用環境を確

の

保し、

地域活性化を推

向

進する。

事業概要

機械

策

上

器具の整備や施設の修繕を実施し、利用者が安心して活発に活動できる環境を整えることで、農村婦人グ

期間目標 ループや高齢者活動の活性化を図り、地域全体の活性化に貢献する。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財

１

源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 396 12,517 12,913

令和 6年度実績 0 0 0 358 12,421 12,779

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績

－

0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

施設の利用者が安全に利用できるよう、野

１

尻町高齢者活動促進施設においては、指定管理者制度を導入してお
実　績

り、適切な施設管理と運営の改善に取り組むことで、業務の効率化と健全化を実現した。

適切な施設維持管理を実施した結果、施設利用者が安心して

　

安全に利用できる環境が整い、利用促進に繋がっ
理　由

た。

施設利用者が引き続き安心・安全に利用できるよう、施設の維持管理体制を強化し、定期的な点検や修繕を実
今後の取組

施して、快適で安全な環境を提供する。

農

所　　属 201000 農業振興課 会　計 1 一般会計

林

科　目 050102 農林水産業費・農業費・農業総務費

事　業 040200 農村施設管理運営費（臨時）(小林)

小林市農村環境改善センター内の会議室の空調設備が故障したため更新を行う。また、浄化槽も耐用年数を超
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基本 水

実施している廃プラスチック回収に係る事務費や、使用済みの資材の適正処理啓発にかかる費用の一部を助成

する。

事業概要

不法投棄や焼却等の不適正な処理が行われないように適正な分別回収を行う

所

。

期間目標

国庫支出金

産

　

県支出金 地方債 その他

　

一般財源 事業費計 （千

属

円）

令和 5年度実績

2

0 0 0 0 130 130

0

令和 6年度実績 0 0

1

0 0 130 130

活動

0

指標名 廃プラ回収量 単

0

位 トン

計画 200 計画

0

200
令和 5年度 令

農

和 6年度 令和 7年

業

業

度計画 200
実績 17

振

5 実績 172

活動指標

興

名 単位

計画 0 計画 0
令

課

和 5年度 令和 6年

会

度 令和 7年度計画 0

　

実績 0 実績 0

活動指標

計

名 単位

計画 0 計画 0
令

1

和 5年度 令和 6年

一

度 令和 7年度計画 0

般

実績 0 実績 0

回収した

を

会

回数・数量　小林　ビ

計

ニル　１０回　２３，

科

２５８ｋｇ　ポリ　１

　

５回　　８６，５２７

目

ｋｇ　　
実　績

　　　

0

　　　　　　　野尻　

5

ビニル　　９回　２６

0

，０６２ｋｇ　ポリ　

1

１２回　　３７，１５

0

１ｋｇ

適正な分別回収

振

3

を定期的に実施できて

農

いる。
理　由

回収に関

林

する事務を最小限にす

水

るため、生産者に負担

産

がかからない範囲で回

業

収回数を減らす。また

費

、分別が厳
今後の取組

・

しくなっているので生

農

産者への適正処理啓発

業

を図る。

興

費・農業振興費

事　業

し

010100 畑地かん

ま

がい事業推進費(共通

す

)

西諸地区畑地かんが

【

い事業を推進し、畑か

施

方

んの効果検証のための

針

展示ほの設置、農業生

】

産性の向上及び農業経

３

営の安定のための施設

農

の整備を図る。

事業概

家

要

県営事業の新規事業

所

採択のために地域にお

得

ける推進組織を能動的

の

なものとし、早期着工

向

を目指す。

期間目標

国

策

上

庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 175 0 0 5,650 5,825

令和 6年度実績 0 175 0 0 7,128 7,303

活動指標名 新規採択希望地区推進会議設立 単位 地区

計画 0

１

計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 1

実績 1 実績 0

活動指標名 畑かん営農推進大会開催 単位 回

計画 1 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 1

実績 1 実績 0

成果指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年

－

度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

新規採択希望地区推進会議は令和５年度に入佐第2地区で設立し事業採択に向けた地元協議ができているが、
実　績

採択申請までは至らなかった。事業継続地区では地元農家

１

と効率的な整備計画を協議することができた。

採択に向けた協議は定期的に実施しているが、地元の合意形成が困難であるため、採択に向けた計画変更につ
理　由

いて協議を行っている。継続地区については定期的に協議が

　

できた。

令和８年度採択申請に向けて地元との協議を重ねるとともに、計画変更に伴う事務手続きに関して関係機関と
今後の取組

の連携を図る。また、営農振興大会の開催による畑地かんがい事業の効果のＰＲを行う。

農

所　　属 201000 農業振興課 会　計 1 一般会計

科

林

　目 050103 農林水産業費・農業費・農業振興費

事　業 020100 環境保全型農業総合推進事業費(共通)

農業者の代表と市、ＪＡこばやしで構成する小林市農業用廃プラスチック適正処理対策推進協議会が定期的に
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令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7

所

年度計画 0
実績 0 実績

産

　

0

水田営農計画書の作

　

成、現地確認、実績書

属

類事務等が滞りなく実

2

施できたことで、経営

0

所得安定対策事業が円

1

実　績
滑に実施するこ

0

とができた。

課内での

0

協力体制が整っている

0

ことと情報共有がうま

農

く実施できたため。
理

業

業

　由

国からの交付金が

振

円滑に生産者に交付さ

興

れるように取り組む。

課

今後の取組

会　計 1 一般

を

会計

科　目 05010

振

3 農林水産業費・農業

興

費・農業振興費

事　業

し

050100 農業制度

ま

資金利子補給事業費(

す

共通)

小林市特別融資

【

制度推進会議（金融部

施

方

会）で承認を受けた農

針

業制度資金について利

】

子補給を行う。

事業概

３

要

小林市特別融資制度

農

推進会議（金融部会）

家

を開催し、無理の無い

所

融資を行う。

期間目標

得

国庫支出金 県支出金 地

の

方債 その他 一般財源 事

向

業費計 （千円）

令和 

策

上

5年度実績 0 66 0 0 862 928

令和 6年度実績 0 2,093 0 1,772 2,474 6,339

活動指標名 単位 円

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0

１

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

利子補給を行うことにより、農業経営の安定を図った。
実　績

関係機関と

－

の審査会を定期的に開催し農家の負担がない利子補給ができている。
理　由

引き続き、農業経営の安定のため、審査会を定期的に開催し利子補給を行う。
今後の取組

１

所　　属 201000 農業振興課 会　計 1 一般会計

科　目 050103 農林水産業費・農業費・農業振興費

　

事　業 060100 経営所得安定対策事業費(共通)

経営所得安定対策事業を円滑に進めるため、受付、現地確認、実績受付等の事業を実施する。

　事業を実施する小林市農業再生協議会への補助

　　R4:1,200千円

農

   R5:1,200千円   R6:1,400千円   R7:1,300千円　R8:1,300千円

事業概要  

 

 

 

小林市農業再生協議会が行う経営所得安定対策の事業活動が円滑に行えるようにする。

期間目

林

標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 11,483 0 0 56 11,539

令和 6年度実績 0 12,392 0 0 1,763 14,155

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度
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設、マンゴー選果施設　R5：ピーマン計量選果包装施設　R6：にんじん収穫機

　R7、R8については国・県の動向と農業者等の要望調査を踏まえ実施を検討する。

　

○農家所得の向上

期間目標 ○

所

農業経営の安定化

国庫

産

　

支出金 県支出金 地方債

　

その他 一般財源 事業費

属

計 （千円）

令和 5年

6

度実績 0 19,900

0

0 0 8,376 28,

0

276

令和 6年度実

5

績 0 14,559 0 0

0

1,057 15,61

0

6

活動指標名 生産性向

地

上のための機械等の導

業

域

入 単位 人（団体）

計画

振

5 計画 5
令和 5年度

興

令和 6年度 令和 7

課

年度計画 5
実績 8 実績

（

10

活動指標名 単位

計

野

画 0 計画 0
令和 5年

尻

度 令和 6年度 令和 

庁

7年度計画 0
実績 0 実

舎

績 0

活動指標名 単位

計

）

画 0 計画 0
令和 5年

を

会

度 令和 6年度 令和 

　

7年度計画 0
実績 0 実

計

績 0

生産者の省力化や

1

品質向上に資する農業

一

機械の導入や施設整備

般

に対する補助事業に広

会

く取り組むことで、農

計

業
実　績

経営の安定化

科

を図ることができた。

　

各部会への説明や農家

振

目

のニーズを把握するた

0

め関係機関との連携を

5

図ったことで目標値を

0

上回ることができた
理

1

　由
。

要望調査等を通

0

じてニーズの把握に努

3

め、積極的な補助事業

農

活用を行う。
今後の取

林

組

水

興

産業費・農業費・農業

し

振興費

事　業 0604

ま

00 経営所得安定対策

す

事業費(野尻)

経営安

【

定対策事業において、

施

方

転作の現地確認作業に

針

必要な詳細な図面を作

】

成し、事業の進行状況

３

を迅速に把握

しながら

農

、円滑に事業を推進す

家

る。

事業概要

地域の作

所

付状況を詳細に把握し

得

、転作の意向や新たな

の

耕作物の導入検討に役

向

立つ基礎資料として活

策

上

用すること

期間目標 で、地域農業の振興に繋げる。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 154 154

令和 6年度実績 0 0 0 0 187 187

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令

１

和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

－

実績 0 実績 0

経営所得安定対策等交付金事業において、速やかな現地確認作業を実施するとともに、新耕作物の導入に向け
実　績

た検討資料として詳細な図面を作成し活用することで、事業を円滑に進めることができた。

年

１

間を通じて、受付や作付確認時において、現地の状況や場所の特定・確認を行うことが事業の円滑な進行に
理　由

不可欠であるため、これらの作業を適切に実施した。

引き続き、事業の目的達成に向けて必要な支援を行い、

　

継続的に取り組むことで、成果の最大化を図る。
今後の取組

農

所　　属 201000 農業振興課 会　計 1 一般会計

科　目 050103 農林水産業費・農業費・農業振興費

事　業 070100 農産園芸振興対策事業費(共通)

ソフト事業の実施により営農集団の組織力の向上及

林

び生産・加工・流通・販売に関する技術や知識の習得を図

り、ハード事業の実施により省力化・効率化のための機械・施設の整備をすることで、農家の競争力向上を図

る。

事業概要  直近の主な事業内容

　R4：水稲育苗施
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主体となり、６次産業化、農畜産物等の地域ブランドの推進、流通経路の構築に取り組む。

事業概要

６次産業化と農畜産物等の地域ブランドの推進と販路拡大

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

所

一般財源 事業費計 （千

産

　

円）

令和 5年度実績

　

0 0 0 0 871 871

属

令和 6年度実績 0 0

5

0 1,400 0 1,4

0

00

成果指標名 地域ブ

0

ランド認定数 単位 件

計

5

画 20 計画 25
令和 

0

5年度 令和 6年度 令

0

和 7年度計画 30
実

地

績 0 実績 0

活動指標名

業

域

単位

計画 0 計画 0
令和

振

 5年度 令和 6年度

興

令和 7年度計画 0
実

課

績 0 実績 0

活動指標名

（

単位

計画 0 計画 0
令和

須

 5年度 令和 6年度

木

令和 7年度計画 0
実

庁

績 0 実績 0

地域ブラン

舎

ド制度について先進地

）

視察研修等の活動を基

を

会

に協議を重ね、７年度

　

にブランド認証制度確

計

立に向け
実　績

準備を

1

進めた。ローカルフー

一

ドビジネスは、市内事

般

業者を対象に説明会を

会

実施したことで推進が

計

図られた。

幅広い農家

科

が活用でき、農業所得

　

の向上が得られるよう

振

目

な仕組みとするため、

0

ブランド化ではなくブ

5

ランド認
理　由

証制度

0

として確立する。

ふる

1

さと納税制度と連携し

0

たブランディングの手

3

法を活かした事業展開

農

を図り、事業推進を行

林

う。
今後の取組

水

興

産業費・農業費・農業

し

振興費

事　業 0703

ま

00 農産園芸振興対策

す

事業費(須木)

「須木

【

栗」はブランドとして

施

方

県内外に浸透しており

針

毎年栗のシーズンには

】

多くの購入者が須木地

３

区に足を運ん

でいただ

農

いてる。しかし、栗生

家

産者は高齢化や後継者

所

不足など多くの課題を

得

抱えて収穫量も年々減

の

少傾向にあ

る。

事業概

向

要 そこで生産者の労力

策

上

軽減による意欲向上や品質向上、高齢者対策や生産対策を図る目的として、各種の事業費

補助を行い将来的にも「須木栗」のブランドを継続できる手立てを講じる必要がある。

須木地区農林産物のブランド化、高級化を目指

１

す。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 2,580 2,580

令和 6年度実績 0 0 0 2,580 0 2,580

成果指標名 栗生産量 単位 ｔ

計画 65 計画 65
令和 

－

5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 65
実績 35 実績 59.90

成果指標名 ゆず生産量 単位 ｔ

計画 300 計画 300
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 300

実績 359 実績 206.20

活動指標名 単位

計画 0 計

１

画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

果樹振興協議会の活動に対する補助、各事業に対する補助を行った。
実　績

協議会としての技術向上や会員間の交流、高齢化による管理不足の低減や労力の軽

　

減、品質の向上による収益
理　由

性の向上等が諮られた。

今後も生産技術向上や、生産農家戸数の維持、管理不足解消、労力の軽減、技術の継承、品質向上等が図られ
今後の取組

るよう必要な支援を行っていく。

農

所　　属 201000 農業振興課 会　計 1 一般会計

科　目 0

林

50103 農林水産業費・農業費・農業振興費

事　業 120100 フードビジネス推進事業費(共通)

ＪＡこばやし、小林商工会議所、すき商工会、野尻町商工会、市で構成する「小林市フードビジネス推進協議

会」が事業
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基本 水

和 6年度 令和 7年度計画 26
実績 26 実績 26

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和

所

 7年度計画 0
実績 0

産

　

実績 0

継続中の事業に

　

伴う負担金を納付し県

属

営事業を円滑に実施し

2

た。
実　績

 

地元負担

0

の軽減を図るため市が

1

負担金を納付している

0

。
理　由

引き続き事業

0

継続地区の支援を行う

0

。
今後の取組

農

業

業振興課 会　計 1 一般

を

会計

科　目 05010

振

3 農林水産業費・農業

興

費・農業振興費

事　業

し

170100 循環型農

ま

業の再構築事業費(共

す

通)

有機栽培や減農薬

【

・減化学肥料栽培等に

施

方

取り組む圃場に対し4

針

,400～14,00

】

0円/10ａを交付す

３

る。

事業概要

環境を重

農

視した栽培に転換し、

家

生物多様性保全に貢献

所

する農業生産活動の実

得

施に伴う追加的コスト

の

を支援する

期間目標 。

向

国庫支出金 県支出金 地

策

上

方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 10,619 0 0 3,540 14,159

令和 6年度実績 0 10,559 0 0 3,579 14,138

成果指標名 環境直接支払交付面積 単位 a

計画 14,000 計

１

画 15,000
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 15,000

実績 14,687 実績 14,138

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計

－

画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

申請面積が減少し目標未達となった。
実　績

近年の異常気象による生育不良のため。
理　由

今後も積極的に推進し環境にやさしい農業の振興を図るため、循環

１

型農業を実施する農家への支援を実施する
今後の取組

。

　

所　　属 201000 農業振興課 会　計 1 一般会計

科　目 050105 農林水産業費・農業費・農地費

事　業 010100 県営土地改良事業負担金(共通)

西諸地区畑地かんがい事業の関連事業である県営事業を計画

農

的に実施することにより、農業基盤の整備、農作

業の効率化及び地域の活性化を図る。

事業概要

負担金を納付し、県営事業を円滑に推進する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年

林

度実績 0 0 271,500 1,077 28,063 300,640

令和 6年度実績 0 0 240,600 261 51,089 291,950

成果指標名 事業地区数（完了地区含む） 単位 地区

計画 26 計画 26
令和 5年度 令
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基本 水

年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

42円を積み立てた。
実　績

利息が発生したため。
理　由

令和７年度の県

所

営農業農村調査計画事

産

　

業費に2,102千円

　

を充当し入佐第2地区

属

の事業計画変更に伴う

6

資料を作成
今後の取組

0

する。

0500 地

業

域振興課（野尻庁舎）

を

会　計 1 一般会計

科　

振

目 050105 農林水

興

産業費・農業費・農地

し

費

事　業 030400

ま

農村整備総務費(野尻

す

)

国有林野を農道や水

【

路敷地として借用する

施

方

ことにより、営農活動

針

の持続や推進に寄与す

】

る。

事業概要

国有林野

３

を農道や水路敷地とし

農

て借用することにより

家

、農地の保全や耕作放

所

棄地の発生を抑止する

得

。

期間目標

国庫支出金

の

県支出金 地方債 その他

向

一般財源 事業費計 （千

策

上

円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 181 181

令和 6年度実績 0 0 0 0 181 181

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 

１

6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

農道・排水路の機能維持と、農地保全等のため国有林を借地した。
実　績

計画どおり国有林の

－

借地を行うことができたため。
理　由

引き続き農道・排水路機能維持と農地保全等のため、借地を継続していく。
今後の取組

１

所　　属 201000 農業振興課 会　計 1 一般会計

科　目 050105 農林水産業費・農業費・農地費

事　業 070100 土地改良基金積立事業費

　

(共通)

西諸地区畑地かんがい事業の国営事業である西諸二期（幹線水路等）工事が令和元年度に完了し、令和２年度

において、当基金と過疎債を財源に完納（国営西諸二期負担金：1,814,099,664円）した。

農

基金残高も減少していることから、今後のあり方について検討する必要がある。

事業概要

県営事業の負担金納付や事業推進を行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0

林

0 0 0 0

令和 6年度実績 0 0 0 0 0 0

活動指標名 基金残高（年度末） 単位 千円

計画 4 計画 4
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 4

実績 2,102 実績 2,102

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6
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基本 水

01

令和 6年度実績 0 5,000 900 0 17,093 22,993

活動指標名 材料支給件数 単位 件

計画 50 計画 50
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 40

実績 45 実績 41

活動指標名 修

所

繕件数 単位 件

計画 20

産

　

計画 20
令和 5年度

　

令和 6年度 令和 7

属

年度計画 10
実績 19

2

実績 19

活動指標名 単

0

位

計画 0 計画 0
令和 

1

5年度 令和 6年度 令

0

和 7年度計画 0
実績

0

0 実績 0

材料支給件数

0

について、例年より2

農

割ほど少なかった。
実

業

業

　績

物価高騰のあおり

振

を受け、材料単価が高

興

くなったため。
理　由

課

できるだけ多くの方々

会

に利用してもらうため

　

に、地域の偏りをなく

計

していく。
今後の取組

1 一般

を

会計

科　目 05010

振

5 農林水産業費・農業

興

費・農地費

事　業 08

し

0100 ふるさと農村

ま

活性化基金積立事業費

す

(共通)

土地改良施設

【

の機能を適正に発揮さ

施

方

せるための、集落共同

針

活動の強化を図る。

事

】

業概要

集落共同活動の

３

強化に対する支援事業

農

を行う。

期間目標

国庫

家

支出金 県支出金 地方債

所

その他 一般財源 事業費

得

計 （千円）

令和 5年

の

度実績 0 0 0 1 0 1

令

向

和 6年度実績 0 0 0

策

上

1 0 1

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5

１

年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

619円を積み立てた。
実　績

利息が発生したため。
理　由

引き続き積み立てを行い、集落共同活動の強化につなげる。
今後の取組

－

所　　属 202000 建設課 会　計 1 一般会計

科　目 050105 農林水産業費・農業費

１

・農地費

事　業 100200 農業用施設整備事業費(小林)

修繕費として台風等で発生した農業用施設の土砂の撤去や老朽化した施設の修繕。

原材料支給事業・・・市が材料（生コン、側溝）等を支給し、受益者が施工を行

　

う。用水路の維持補修材や用

水路未整備地区に二次製品の材料支給を行う。農業用施設において、受益者が２戸以上存在し、かつ、関係者

事業概要 の60％以上が65歳以上の農家に実施。

市単独土地改良整備事業・・・水

農

路の改良及び、農道舗装をすることにより、農地被害と農道への土砂堆積の

解消、維持管理費の節減を図る。

農業生産性と農作業の労力削減、維持管理労力の節減。

期間目標 二次製品の材料支給を行い用水路を整備する。

水

林

路改良、農道舗装をすることにより、農産物及び生産資材の輸送の労力節減と維持管理の簡素化を図る。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 1,400 0 0 20,001 21,4
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基本 水

,998

令和 6年度実績 0 0 44,400 9,030 147 53,577

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 

所

5年度 令和 6年度 令

産

　

和 7年度計画 0
実績

　

0 実績 0

活動指標名 単

属

位

計画 0 計画 0
令和 

5

5年度 令和 6年度 令

0

和 7年度計画 0
実績

0

0 実績 0

地元住民の要

5

望箇所を予算の範囲内

0

において適宜実施する

0

ことができた。
実　績

地

地元と調整協議を行っ

業

域

たため。
理　由

地元住

振

民と調整を図っていく

興

。
今後の取組

課（須木庁舎）

を

会　計 1 一般会計

科　

振

目 050105 農林水

興

産業費・農業費・農地

し

費

事　業 100300

ま

農業用施設整備事業費

す

(須木)

要望に基づき

【

農道・排水路等の修繕

施

方

・工事を実施する。

事

針

業概要

土地改良施設の

】

適正な管理を行うこと

３

で、農業者の不安を軽

農

減し、農業経営の安定

家

を図る。

期間目標

国庫

所

支出金 県支出金 地方債

得

その他 一般財源 事業費

の

計 （千円）

令和 5年

向

度実績 0 0 0 0 5,1

策

上

51 5,151

令和 6年度実績 0 0 0 3,111 0 3,111

活動指標名 施設修繕箇所数 単位 箇所

計画 4 計画 5
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 8

実績 7 実績 4

活動指標名 農道舗装箇所数 単位 箇所

計画 1 計画 1

１

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 1
実績 1 実績 7

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

重機借上2件、生コン支給7件を実施した。
実　績

計画通り実施すること

－

ができた。
理　由

農業生産性の向上を図るため、農道排水路等の整備に対し、引き続き、重機の借り上げ、原材料等を支給して
今後の取組

いく。

１

所　　属 600500 地域振興課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 050105 農林水産業費・農業費・農地費

事　業 10

　

0400 農業用施設整備事業費(野尻)

農業用施設修繕費　　　　　　　　　　　　　　　 　 5,999千円

重機等使用料、資材費　　　　　　　　　　　 　　 　2,977千円

優先順位

事業概要 ①陣原地区農道　

農

　L=800.0m　W=5.0m　事業費　　    1,000千円

②田子ノ下農道　　L=210.0m　　　　　事業費　　　 20,890千円

③佐土原地区農道　L=116.4m　W=4.0m　事業費　　

林

 　23,108千円　

農業生産性の向上と農作業等の労力節減、維持管理労力の節減を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 33,800 7,969 229 41
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基本 水

(野尻)

野尻町区域内の土地改良区や畑地かんがい事業を中心とした農業農村整備事業推進委員会に対し、運営費およ

び事務費の助成を行い、事業推進の円滑化を支援する。地域ごとの農業基盤の整備

所

状況を踏まえ、効率的

産

　

かつ

持続可能な運営を

　

実現するため、適切な

属

資金提供を行う。国営

6

大淀川左岸地区事業（

0

紙屋地区）、県営畑か

0

ん

事業概要 事業（川間

5

西地区、川間東地区、

0

野尻原地区）、および

0

境別府地区畑地かんが

地

い施設へ助成を行う。

業

域

畑地かんがい事業を中

振

心に、農業農村整備事

興

業を計画的かつ効率的

課

に実施し、地域農業の

（

生産性向上を図る。

期

野

間目標

国庫支出金 県支

尻

出金 地方債 その他 一般

庁

財源 事業費計 （千円）

舎

令和 5年度実績 0 0

）

0 0 982 982

令和

を

会

 6年度実績 0 0 0 0

　

983 983

活動指標

計

名 単位

計画 0 計画 0
令

1

和 5年度 令和 6年

一

度 令和 7年度計画 0

般

実績 0 実績 0

活動指標

会

名 単位

計画 0 計画 0
令

計

和 5年度 令和 6年

科

度 令和 7年度計画 0

　

実績 0 実績 0

活動指標

振

目

名 単位

計画 0 計画 0
令

0

和 5年度 令和 6年

5

度 令和 7年度計画 0

0

実績 0 実績 0

野尻町農

1

業農村整備事業推進委

0

員会に対し、畑地かん

5

がい事業を中心とした

農

地域農業基盤の整備推

林

進活動を支
実　績

援し

水

、関係者間の連携強化

興

産

を図り、地域の農業生

業

産性向上と持続可能な

費

農村づくりを推進した

・

。

協議、打合せ、会合

農

を通じて、関係者間の

業

円滑な連携を確保し、

費

事業推進に必要な調整

・

を迅速かつ効果的に行

農

理　由
った。その結果

地

、土地改良事業推進委

し

費

員会補助金の目的を確

事

実に達成することがで

　

きた。

引き続き、円滑

業

な事業運営を実施する

1

ことで、農業農村整備

1

事業の推進を確実に図

0

る。
今後の取組

400

ま

大淀川左岸地区関連事

す

業費(野尻)

「国営大

【

淀川左岸地区事業」に

施

方

より整備された農業水

針

利施設の維持管理に関

】

して、受益地である宮

３

崎市、小林

市、綾町の

農

３市町が協力して事業

家

を推進するため、宮崎

所

市を代表市町として事

得

務委託を行い、その実

の

施に必要

な委託料等を

向

支出する。これにより

策

上

、施設の適正な維持管理と効率的な運営を確保する。

事業概要

事業の実施により、農業用水の適切な配分と効率的な管理を通じて、農業所得の向上を図り、農業経営の安定

期間目標 化を支援する。また、地域の農産物生産の

１

強化と供給体制の向上を通じて、地域経済の持続的な成長を促進す

る。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 2,415 2,415

令和 6年度実績 0 0 0 0 2,235 2,

－

235

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5

１

年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

大淀川左岸地区の基幹水利施設について、施設の老朽化や使用状況を考慮し、定期的な点検と修繕が実施され
実　績

たことにより、円滑な運用が確保された。また、効率的

　

な水資源の活用が図られた。

事務委託契約や負担金の適切な活用により、大淀川左岸地区基幹水利管理協議会の運営が円滑に進められ、地
理　由

域の水利施設の管理・運用が効率的に行われた。

引き続き、関係市町や関連機

農

関との密接な連携を強化し、今後の事業推進において、地域のニーズや課題に即
今後の取組

した柔軟な対応を行う。

林

所　　属 600500 地域振興課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 050105 農林水産業費・農業費・農地費

事　業 120400 土地改良推進事業費
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基本 水

和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

取水ポンプの整備に要した費用の1/2を補助した。
実　績

農業施設の整備をし

所

たことで農業農村が持

産

　

つ多面的機能の維持に

　

繋がった。
理　由

農業

属

農村の多面的機能を維

2

持していくために、今

0

後も各地区からの要望

2

に応じ、要件に合致し

0

た補助事業を活
今後の

0

取組
用していく。

0 建

業

設課 会　計 1 一般会計

を

科　目 050105 農

振

林水産業費・農業費・

興

農地費

事　業 2101

し

00 農道維持管理費(

ま

共通)

農道台帳の整備

す

及び測量、積算システ

【

ムの整備を進める。

事

施

方

業概要

工事発注のため

針

の測量、積算システム

】

の整備を図る。

期間目

３

標

国庫支出金 県支出金

農

地方債 その他 一般財源

家

事業費計 （千円）

令和

所

 5年度実績 0 0 0 0

得

3,058 3,058

の

令和 6年度実績 0 0

向

0 0 3,314 3,3

策

上

14

活動指標名 測量、積算システムの整備 単位 式

計画 1 計画 1
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 1

実績 1 実績 1

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名

１

単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

測量、積算システムを有効に活用し設計書を作成することができた。
実　績

長期契約を活かして事務軽減を図ったため。
理　由

今後も適切な契約

－

とシステムの有効活用を図りたい。
今後の取組

所

１

　　属 500500 地域振興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 050105 農林水産業費・農業費・農地費

事　業 220300 魅力あるふるさと環境づくり事業費(須木)

国土の維持・保全（スマート生産基盤の整備

　

）において、農地及び土地改良施設のもつ「水の保全機能」、「

土の保全機能」の維持向上を図る事業として実施。今回は、下田地区において取水ポンプ設備の整備を行い、

当該事業に要する経費の50％以内の助成を行う

農

。

事業概要

農地、農業施設及び生活環境等の整備を総合的に実施し、農業農村が持つ多面的機能の維持、発揮や農村地域

期間目標 の自然災害への対策を図る

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 

林

5年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 6年度実績 0 295 0 0 0 295

活動指標名 整備箇所数 単位

計画 0 計画 1
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 1

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令
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基本 水

標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

被害件数が例年並みであった。
実　績

梅雨前線豪雨や台風10号の影響を受けたため。
理　由

災害調査や測量、設計書

所

作成を迅速に実施する

産

　

ことで早期復旧を目指

　

す。
今後の取組

属 202000 建

業

設課 会　計 1 一般会計

を

科　目 100101 災

振

害復旧費・農林水産施

興

設災害復旧費・農業用

し

施設災害復旧費

事　業

ま

010100 農地農業

す

用施設災害復旧事業費

【

（補助）(共通)

補助

施

方

事業の対象となる、被

針

害額が40万円以上の

】

農地、農業用施設災害

３

の原形復旧を行う。

事

農

業概要

崩壊箇所の原形

家

復旧

期間目標

国庫支出

所

金 県支出金 地方債 その

得

他 一般財源 事業費計 （

の

千円）

令和 5年度実

向

績 0 15,294 6,

策

上

800 0 158,962 181,056

令和 6年度実績 0 15,176 9,600 106,920 24,529 156,225

活動指標名 復旧件数 単位 件

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 5

１

1 実績 16

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

農地が7件、施設が9件、合計1

－

6件の災害が発生した。
実　績

7月の梅雨前線豪雨や8月の台風10号の影響で、災害は発生したが件数は例年並みであった。
理　由

災害箇所の早期復旧に努める。
今後の取組

１

所　　属 202000 建設課 会　計 1 一般会計

科　目 100101 災害復旧費・農林水産施設災

　

害復旧費・農業用施設災害復旧費

事　業 020100 農地農業用施設災害復旧事業費（単独）(共通)

被害額が13万円以上、40万円以下である農地・農業用施設災害について、原形復旧を行う。

事業概要

農地農業用施設

農

を早急に復旧し、農地・農業用施設の機能回復を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 3,900 0 1,867 5,767

令和 6年度実績 0 0 6,200 2,4

林

90 777 9,467

活動指標名 復旧件数 単位 件

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 27 実績 12

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指

事務事業評価書 38



基本 水産

所　　属 2

業

01000 農業振興課

を

会　計 1 一般会計

科　

振

目 050103 農林水

興

産業費・農業費・農業

し

振興費

事　業 0301

ま

00 農産物消費拡大推

す

進事業費(共通)

一般

【

団体・一般市民が食育

施

方

・地産池消イベント及

針

び学校給食へ地産地消

】

・食育を推進するため

４

の食材提供を行

う費用

地

の一部を助成する。

事

産

業概要

第４次小林市食

地

育・地産地消推進計画

消

に沿った事業展開を行

活

い、市民と協働での地

動

産地消や食育の活動に

策

及

努め

期間目標 る。

国庫

び

支出金 県支出金 地方債

食

その他 一般財源 事業費

育

計 （千円）

令和 5年

の

度実績 0 0 0 0 1,1

推

00 1,100

令和 

進

6年度実績 0 0 0 0 1,100 1,100

活動指標名 地元農畜産物を使った料理教室等の

１

参加者数（単年度） 単位 人

計画 100 計画 200
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 200

実績 420 実績 626

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名

－

単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

８団体の申請があり、延べ参加者数が626人と目標を大きく上回る実績となったため、地産地消の取り組みを
実　績

広めることができた。

小林

１

市PTA協議会での周知を行うことにより、保育所や学校からの申請が増えたため。
理　由

引き続き小林市PTA協議会に対して事業周知を行い、イベントでの積極的な活用や消費拡大に努める。また、
今後の取組

学校給食

　

での食材提供も実施することで、地元食材のPRと小中学生への食育も図る。

農林
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基本 水

けた支援を強化する。農業者への資材提供や駆除班による巡視・被害調査を引き続き実施し、迅速な対応を図

った。被害状況に応じた適切な駆除方法を選定し、足くくりわなやパトロール活動を必要に応じて調整する。

事業

産

概要 また、駆除班の活

所

動をさらに効果的にす

　

るため、状況を見極め

　

、必要な改善策を検討

属

する。地域の農業生産

2

性

の安定を図るため、

0

行政や農業団体と連携

1

し、長期的な被害防止

0

策の策定を進める。

有

0

害鳥獣対策を強化する

業

0

ことにより、農作物へ

農

の被害を軽減し、農家

業

の生産性向上を図る。

振

また、地域に密着

期間

興

目標 した防除対策の実

課

施を通じて、農業振興

会

を一層活性化させ、安

　

定的な農業経営をサポ

計

ートする。

国庫支出金

1

県支出金 地方債 その他

を

一

一般財源 事業費計 （千

般

円）

令和 5年度実績

会

0 658 0 0 1,47

計

6 2,134

令和 6

科

年度実績 0 657 0 0

　

3,946 4,603

目

活動指標名 単位

計画 0

0

計画 0
令和 5年度 令

5

和 6年度 令和 7年

0

度計画 0
実績 0 実績 0

振

2

活動指標名 単位

計画 0

0

計画 0
令和 5年度 令

2

和 6年度 令和 7年

農

度計画 0
実績 0 実績 0

林

活動指標名 単位

計画 0

水

計画 0
令和 5年度 令

産

和 6年度 令和 7年

業

度計画 0
実績 0 実績 0

費

有害鳥獣対策を強化し

・

た結果、農作物への被

興

林

害を最小限に抑えるこ

業

とができ、農家の生産

費

活動を守ることがで
実

・

　績
きた。また、被害

林

発生が予測される地域

業

において、定期的な監

振

視活動を実施した。

耕

興

作者との情報交換を積

費

極的に行い、地域の農

事

家や関係機関と連携を

し

　

深め、情報共有の体制

業

を一層強化した。
理　

0

由
これにより、迅速な

1

対応が可能となり、農

0

作物への被害を軽減す

1

ることができたため。

0

定期的な巡視を継続す

0

るとともに、耕作者と

有

の情報交換を積極的に

害

行い、現場の状況に即

ま

鳥

した対応を行う。こ
今

獣

後の取組
れにより、迅

対

速な対応が可能となり

策

、農作物への被害を軽

事

減する。

業費(共通

す

)

小林市鳥獣被害防止

【

計画に基づき、有害鳥

施

方

獣駆除と侵入防止柵の

針

設置を補助する。

・有

】

害鳥獣駆除班の活動費

５

補助

・有害鳥獣駆除

事

鳥

業概要 ・侵入防止柵の

獣

設置

有害鳥獣駆除、侵

被

入防止柵の設置の推進

害

により被害防止を図る

の

。

期間目標

国庫支出金

拡

県支出金 地方債 その他

策

大

一般財源 事業費計 （千

防

円）

令和 5年度実績

止

0 46,942 0 0 11,320 58,262

令和 6年度実績 0 83,208 0 0 10,480 93,688

成果指標名 有害捕獲頭数 単位 頭羽

計画 5,500 計画 5,500
令

１

和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 5,390
実績 4,074 実績 3,880

成果指標名 侵入防護柵の設置延長 単位 m

計画 39,388 計画 21,965
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 30,700

実績

－

19,735 実績 40,079

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

有害鳥獣連絡協議会駆除班による捕獲を実施し3,880頭（アナグマなどの小獣及び鳥類も含む）を

１

捕獲した。
実　績

また、防護柵を40,079ｍ設置したことで農作物被害の防止を図った。

前年度と比較し、イノシシは増加したもののシカが減少したことで捕獲数が減少した。
理　由

防護柵については、国県補助の配分

　

が増加したことにより40,079ｍの設置ができた。

補助事業も活用した捕獲の促進と防護柵の設置により、農作物への被害の減少に努める。また、ジビエ利活用
今後の取組

事業を用いて、ジビエ利用推進を図る。

農

所　　属 600500 地域振興課（野尻庁舎） 会　計 1

林

一般会計

科　目 050202 農林水産業費・林業費・林業振興費

事　業 010400 有害鳥獣対策事業費(野尻)

有害鳥獣による農作物への被害が依然として多発し、農業経営への影響が深刻化しているため、被害軽減に向
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基本 水

正な管理を行う。

事業概要

森林の適正な管理を行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 145 145

令和 6年度実績 0 0 0 0 148 148

活動指標名 単位

計画

産

0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7

業

所

年度計画 0
実績 0 実績

　

0

林業に関する事務を

　

円滑に行った。
実　績

属

各種手続きを円滑に執

2

行した。
理　由

円滑な

0

事務を行う。
今後の取

1

組

000

を

農業振興課 会　計 1 一

振

般会計

科　目 0502

興

01 農林水産業費・林

し

業費・林業総務費

事　

ま

業 010100 林業管

す

理費(共通)

宮崎県緑

【

化推進機構をはじめと

施

方

する県内の林業関係団

針

体の運営活動費を負担

】

する。

スマート林業推

６

進のため、小林市森林

森

航空レーザ測量及び資

林

源解析データ及び市が

の

管理する林地台帳シス

適

テム

を宮崎県森林クラ

正

ウドシステムに移行し

な

、林業従事者の労働環

策

管

境の軽減を図る。

事業

理

概要

県内各種団体と連

と

携しながら各種施策を

環

円滑に実行する。

期間

境

目標 スマート林業の推

保

進を図り、林業従事者

全

の労働環境の軽減を図

機

る。

 

国庫支出金 県支

能

出金 地方債 その他 一般

の

財源 事業費計 （千円）

１

維

令和 5年度実績 0 0

持

0 21,506 435 21,941

令和 6年度実績 0 0 0 16,087 2,668 18,755

成果指標名 みどりの少年団員数 単位 人

計画 53 計画 55
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 4

－

5
実績 41 実績 42

成果指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

成果指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

みどりの少年団が実施す

１

る活動に対し補助金を交付することで、緑化推進が図られた。
実　績

スマート林業を推進するため、宮崎県森林クラウドシステムに本市の林地台帳データを移行した。 

野尻小、栗須小、幸ヶ丘小がそれぞれ実施するみどり

　

の少年団活動に対して補助金を交付した。
理　由

宮崎県森林クラウドシステムに林地台帳システムを移行することで林業事業体の労働環境整備が図られる。

少子化により団員数が減少しているため、学校が実施する緑化活動

農

に参加し緑化推進や少年団の確保を図る。
今後の取組

宮崎県森林クラウドシステムの活用を推進する。

林

所　　属 500500 地域振興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 050201 農林水産業費・林業費・林業総務費

事　業 010300 林業管理費(須木)

森林の適
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基本 水

度 令和 7年度計画 10
実績 9 実績 7

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

国から

産

交付される森林環境譲与税が予定より減額されたが、基金に積み立てることで、再造林を推進する事業
実　績

及び木材普及を目的とした事業に充てることが出来た。

国が実施した「2020農林業センサス」に一部修正が生

業

所

じたことに伴い全国市

　

町村毎の修正を行った

　

結果、減額
理　由

とな

属

ったが、譲与された交

6

付税を活用し市内森林

0

の整備及び木育・木材

0

普及促進を図ったため

5

。

交付される森林環境

0

譲与税を基金に積み立

0

てることで、林業事業

を

地

体への支援や森林整備

域

等に必要となる事業に

振

今後の取組
充当する。

興課（野尻庁舎

振

） 会　計 1 一般会計

科

興

　目 050201 農林

し

水産業費・林業費・林

ま

業総務費

事　業 010

す

400 林業管理費(野

【

尻)

野尻町三ケ野山地

施

方

区にある土然ヶ丘遊歩

針

道他１件の借上料　A

】

=0.29ha

事業概

６

要

ウォーキング等での

森

利用で、健康で心豊か

林

な人づくりに貢献する

の

。

期間目標

国庫支出金

適

県支出金 地方債 その他

正

一般財源 事業費計 （千

な

円）

令和 5年度実績

策

管

0 0 0 0 8 8

令和 6

理

年度実績 0 0 0 0 9 9

と

活動指標名 単位

計画 0

環

計画 0
令和 5年度 令

境

和 6年度 令和 7年

保

度計画 0
実績 0 実績 0

全

活動指標名 単位

計画 0

機

計画 0
令和 5年度 令

能

和 6年度 令和 7年

の

度計画 0
実績 0 実績 0

１

維

活動指標名 単位

計画 0

持

計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

市民等の遊歩道活用が図られた。
実　績

森林環境景観の理解及び健康増進に活用が図られたため。
理　由

市民等が安全に利用できる遊

－

歩道管理を行う。
今後の取組

所　　属 20100

１

0 農業振興課 会　計 1 一般会計

科　目 050201 農林水産業費・林業費・林業総務費

事　業 030100 森林環境譲与税基金積立事業費(共通)

国から市町村へ譲与される森林環境税については、間伐や人材育成、担い手

　

の確保、木材利用の促進や普及啓

発等の森林整備及びその促進に関する費用に資することとなっており、後年度において計画的に事業を実施し

ていくため、小林市森林環境譲与税基金に積立を行う。

事業概要 【積立予定額】

農

R4：56,136千円　R5：56,135千円　R6：73,719千円

森林整備事業等に基金を活用するため譲与税を基金に積み立てて、市が実施する森林整備、木材利用促進等に

期間目標 活用する。

国庫支出金 県支

林

出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 56,136 56,136

令和 6年度実績 0 0 0 25 73,719 73,744

成果指標名 事業実施件数 単位 件

計画 6 計画 6
令和 5年度 令和 6年
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基本 水

、枯れ松のない健全な松林を確保する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 1,133 0 0 0 1,133

令和 6年度実績 0 1,210 0 0 0 1,210

活動指標名 松く

産

い虫防除面積 単位 ha

計画 10 計画 10
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 10

実績 10 実績 10

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画

業

所

0
令和 5年度 令和 

　

6年度 令和 7年度計

　

画 0
実績 0 実績 0

計画

属

していた面積の防除を

2

行った。
実　績

松が枯

0

れる原因となる線虫を

1

媒介する松くい虫を、

0

適期に防除することが

0

できた。
理　由

防除を

0

適正に実施し、防除効

を

農

果を高めるため、引き

業

続き無人ヘリコプター

振

による防除を実施する

興

。
今後の取組

課 会　計 1 一

振

般会計

科　目 0502

興

01 農林水産業費・林

し

業費・林業総務費

事　

ま

業 040100 森林基

す

金積立事業費(共通)

【

（１）基金の主な財源

施

方

　・市有林の伐採によ

針

る売払収入　・分収造

】

林立木売払収入　・企

６

業等からの寄付

（２）

森

積立金の主な使途

事業

林

概要 　・市が実施する

の

まちづくり等に関する

適

こと　・森林整備等に

正

係る経費　・森林資源

な

量再調査委託料等　・

策

管

植

樹祭等の林業推進に

理

係る経費等

（３）積み

と

立てる時期

　・伐採を

環

予定している市有林の

境

売払収入があったとき

保

　・企業等からの寄付

全

があったとき

本市まち

機

づくりのために実施す

能

る事業や森林整備等に

の

基金を活用するために

１

維

積み立てる。

期間目標

持

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 67,574 876 68,450

令和 6年度実績 0 0 0 356 42,995 43,351

成果指標名 積立金 単位 円

－

計画 10,000,000 計画 20,000,000
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 20,000,000

実績 65,000,000 実績 43,314,488

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 

１

6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

市有林の間伐委託や分収造林立木等の売払い収入により積立ができた。
実　績

市有林の整備を

　

実施するための間伐業務を委託したため。また、森林管理署が実施した公告された分収造林が
理　由

落札されたため。

市有林を有効活用した伐採から造林までの計画を策定し、安定した収益を確保する。
今後の取組

農

所　　属 500500 地域振興課（須木庁舎） 会　計 1 一

林

般会計

科　目 050202 農林水産業費・林業費・林業振興費

事　業 020300 松くい虫防除事業費(須木)

松くい虫の被害を受ける恐れがある樹木に対し、防除のための薬剤散布を行う。

事業概要

適切な防除作業により
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基本 水

績 11.40

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

延べ11haの下刈りを実施した。
実　績

下刈りにより、森林環境の保全、森林機能の発揮が図られた。
理　由

継続して

産

下刈りを実施し、森林環境の保全、森林機能の発揮と、これらの森林が観光周辺であるため、須木地
今後の取組

区の観光への貢献も図る。

業

所　　属 202000

を

建設課 会　計 1 一般会

振

計

科　目 050202

興

農林水産業費・林業費

し

・林業振興費

事　業 0

ま

30100 林道維持管

す

理費(共通)

台風等に

【

よって林道に流出した

施

方

土砂の撤去や老朽化し

針

た施設の修繕の実施や

】

、受益者が施工する事

６

業への原材

料（生コン

森

）の支給を行う。

事業

林

概要

既設施設の修繕、

の

維持管理及び原材料支

適

給による既設舗装箇所

正

のコンクリート舗装化

な

を進める。

期間目標

国

策

管

庫支出金 県支出金 地方

理

債 その他 一般財源 事業

と

費計 （千円）

令和 5

環

年度実績 0 0 0 0 8,

境

767 8,767

令和

保

 6年度実績 0 0 0 0

全

7,844 7,844

機

活動指標名 修繕件数 単

能

位 件

計画 20 計画 20

の

令和 5年度 令和 6

１

維

年度 令和 7年度計画

持

10
実績 10 実績 5

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

修

－

繕件数において、例年より少なかった。
実　績

物価高騰のあおりを受け、材料単価が高くなったため。
理　由

林道の巡回を実施し、修繕箇所の早期復旧に努める。
今後の取組

１

所　　属 500500 地域振興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 050202 農林水産業費

　

・林業費・林業振興費

事　業 040300 環境緑化事業費(須木)

小野湖周辺の生活環境保全林の下刈りを行う。

　

事業概要

森林の多面的機能を発揮する。

期間目標 森林に対する意識の向上や郷土愛育成に貢献する。

国庫支

農

出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 100 0 0 1,838 1,938

令和 6年度実績 0 0 0 3,080 0 3,080

活動指標名 生活環境保全林下刈り延べ面積 単位 ha

計画 6.86 計

林

画 12.11
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 12.11

実績 0 実績 8.50

活動指標名 かるかや森林下刈り延べ面積 単位 ha

計画 8.84 計画 8.84
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 11 実
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基本 水

0 0 0 0 0

令和 6年度実績 0 0 500 0 1,200 1,700

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

産

計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

実施個所は繰越となった。
実　績

標準工期の確保が困難なため。
理　由

早期の工事完了に努める。
今後の取組

業

所　　属 500500

を

地域振興課（須木庁舎

振

） 会　計 1 一般会計

科

興

　目 050202 農林

し

水産業費・林業費・林

ま

業振興費

事　業 050

す

300 林道舗装事業費

【

(須木)

近年の交通車

施

方

両の大型化に伴い、路

針

面の損傷が激しく、交

】

通に支障を来している

６

。

路面修復のため舗装

森

工事を実施する。

事業

林

概要

路面工事によりス

の

ムーズな交通を確保し

適

、健全な森林の維持及

正

び増進を図る。

期間目

な

標

国庫支出金 県支出金

策

管

地方債 その他 一般財源

理

事業費計 （千円）

令和

と

 5年度実績 0 0 0 0

環

0 0

令和 6年度実績

境

0 0 6,900 0 41

保

6,941

活動指標名

全

工事請負路線数 単位 路

機

線

計画 0 計画 1
令和 

能

5年度 令和 6年度 令

の

和 7年度計画 2
実績

１

維

0 実績 1

活動指標名 単

持

位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

施工延長L=55.0m、舗装面積

－

A=444㎡を実施した。
実　績

路面の損傷が激しく、交通に支障を来していたが、舗装工事によりスムーズな交通の確保ができた。
理　由

交通車両の大型化が進み、路面の損傷箇所が多いため、引き続き舗装工事を実施す

１

る。
今後の取組

所　　属 600500 地域振興課

　

（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 050202 農林水産業費・林業費・林業振興費

事　業 070400 治山事業費(野尻)

県単補助治山事業（自然災害防止治山事業）を用いて実施する。

事業採択の要件は、災害対策基

農

本法に基づく地域防災計画に掲げられている災害危険区域に指定された林地等

において発生した災害により２戸以上の人家、又は公共施設に直接被害を与える恐れがあると認められるもの

事業概要 。

補助率は本工事費等（本

林

工事費、測量及び試験費）の２／３以内を助成する事業である。

 

施行延長Ｌ＝10.0ｍ　法枠工Ａ＝70.0㎡

令和７年度完成。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0
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基本 水

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 1,771 8,000 0 539 10,310

令和 6年度実績 0 990 7,600 0 908 9,498

活動指標名 年度内工事完成件数

産

単位 件

計画 2 計画 1
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 2 実績 1

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年

業

所

度 令和 7年度計画 0

　

実績 0 実績 0

小林地区

　

において、コンクリー

属

ト舗装を1箇所実施し

2

た。
実　績

特になし。

0

理　由

事業見直しによ

1

り廃止。
今後の取組

000

を

農業振興課 会　計 1 一

振

般会計

科　目 0502

興

02 農林水産業費・林

し

業費・林業振興費

事　

ま

業 080100 特用林

す

産物振興対策事業費(

【

共通)

きりしま照葉研

施

方

究会、小林椎茸部会が

針

実施する基盤整備、施

】

設整備等に要する費用

６

の一部を助成する。

・

森

R6年度

〇きりしま照

林

葉研究会

事業概要 　事

の

業費　201,388

適

円　補助額　135,

正

000円（2/3以上

な

）

○小林椎茸部会

　事

策

管

業費　455,000

理

円　補助額　304,

と

000円（2/3以上

環

）

 

生産基盤支援を図

境

り、生産意欲の高い生

保

産者を育成する。

期間

全

目標

国庫支出金 県支出

機

金 地方債 その他 一般財

能

源 事業費計 （千円）

令

の

和 5年度実績 0 62

１

維

0 0 63 125

令和 

持

6年度実績 0 66 0 0 69 135

活動指標名 植菌数 単位 千個

計画 450 計画 450
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 450

実績 165 実績 173

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令

－

和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

きりしま照葉研究会が実施するしきみの生産性向上のために散布する薬剤購入に対して補

１

助事業を実施した。
実　績

小林しいたけ部会については、申請が取り下げとなったため事業を実施していない。
理　由

また、高齢化による担い手不足の影響で生産量が減少したため実績が伸びていない。 

特用作物の生産性

　

向上を図るため、各部会が実施する事業への支援を行う。
今後の取組

農

所　　属 202000 建設課 会　計 1 一般会計

科　目 050202 農林水産業費・林業費・林業振興費

事　業 090100 県単林道網総合整備事業費(共通)

　林道の舗装を行う。舗装優先箇所は、既設

林

舗装の続き、多雨風や大雨で、路面状況が悪化しやすい箇所を舗

装することで、通行及び作業の効率化を図る。

境谷線　　R6＝（0.33）ｋｍ　　

事業概要

未舗装箇所を舗装することで、通行及び作業の効率化を図る。
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基本 水

有林維持管理費(共通)

市有林全域（分収林含む）の定期的な巡回や境界の除草、倒木の処理や作業道の補修、保育に係る施業等を適

切に施業・維持管理するとともに、資源循環型の森林づくりを目指し、森林保険に加入す

産

ることで自然災害や

林野火災に備える。

事業概要

○市有林の適切な維持管理

期間目標 〇民有林の手本となるような施業を推進する。

  充実する森林資源を活用するとともに、再造林対策をしっかりと行い、資源循環型の森

業

所

林をつくる。

国庫支出

　

金 県支出金 地方債 その

　

他 一般財源 事業費計 （

属

千円）

令和 5年度実

2

績 0 0 0 1,003 4

0

,769 5,772

令

1

和 6年度実績 0 0 0

0

17,089 1 17,

0

090

成果指標名 市有

0

林巡視実施回数 単位 日

を

農

/月

計画 4 計画 4
令和

業

 5年度 令和 6年度

振

令和 7年度計画 4
実

興

績 4 実績 4

成果指標名

課

単位

計画 0 計画 0
令和

会

 5年度 令和 6年度

　

令和 7年度計画 0
実

計

績 0 実績 0

成果指標名

1

単位

計画 0 計画 0
令和

一

 5年度 令和 6年度

振

般

令和 7年度計画 0
実

会

績 0 実績 0

市有林維持

計

管理作業の委託や、勧

科

請岡市民の森公園の草

　

刈作業の委託を実施す

目

ることで、市有林の適

0

正な管理
実　績

ができ

5

た。

市有林内の森林作

0

業道を適切に管理する

2

ために巡回を実施し、

興

0

倒木等を除去したため

2

。
理　由

市有林巡視を

農

定期的に実施し森林作

林

業道の管理や倒木等を

水

除去を行う。
今後の取

産

組

業費・林

し

業費・林業振興費

事　

ま

業 120100 森林整

す

備促進事業費(共通)

【

○高性能林業機械及び

施

方

スマート林業推進に関

針

するICT機器購入費

】

補助

【事業費】

事業費

６

の1／2以内　予算の

森

範囲内

事業概要 ○再造

林

林推進事業費補助

【事

の

業費】

森林環境保全直

適

接支援事業の国・県事

正

業を差し引いた個人負

な

担のうち、全体事業費

策

管

の22.4％以内で上

理

乗せ助成

林業事業者を

と

支援することで森林環

環

境整備及び保全管理を

境

適正に行う。

期間目標

保

国庫支出金 県支出金 地

全

方債 その他 一般財源 事

機

業費計 （千円）

令和 

能

5年度実績 0 0 0 5,

の

404 0 5,404

令

１

維

和 6年度実績 0 0 0

持

10,084 0 10,084

活動指標名 高性能林業機械導入事業所 単位 件

計画 3 計画 3
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 3

実績 1 実績 3

活動指標名 林業巡回特殊健康診断受診者数 単位 人

計画

－

90 計画 100
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 100

実績 93 実績 88

活動指標名 就労条件等整備補助対象人数 単位 人

計画 20 計画 21
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 21

実績 0 実績 7

ひなたのチ

１

カラ林業事業体に対し高性能林業機械やドローン等の導入支援を実施したことで、森林整備や保全
実　績

管理が適正に行われた。また、目標値は下回ったが林業従事者への労働環境に関する支援を実施した。

林業事業体への

　

要望調査を実施したことで補助事業活用事業体が増加した。林業従事者数が減少したため、健
理　由

康診断受診者数が減少した。また、労働条件整備は、新規参入者のみの活用となったため減少となった。

森林環境譲与税を

農

活用してスマート林業の推進や林業従事者の労働環境整備のための補助事業等を実施し、森
今後の取組

林環境の整備や保全管理を適正に行う。

林

所　　属 201000 農業振興課 会　計 1 一般会計

科　目 050203 農林水産業費・林業費・造林事業費

事　業 010100 市
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基本 水産業

所　　属 202000

を

建設課 会　計 1 一般会

振

計

科　目 100102

興

災害復旧費・農林水産

し

施設災害復旧費・林業

ま

施設災害復旧費

事　業

す

010100 林道災害

【

復旧事業費(共通)

市

施

方

が管理する林道が台風

針

や豪雨により自然災害

】

が発生した際の被災箇

６

所の復旧。

事業概要

林

森

業関係者が安全で効率

林

的な作業及び通行がで

の

きるよう早期復旧を図

適

る。

期間目標

国庫支出

正

金 県支出金 地方債 その

な

他 一般財源 事業費計 （

策

管

千円）

令和 5年度実

理

績 0 29,716 2,

と

500 0 782 32,

環

998

令和 6年度実

境

績 0 11,741 7,

保

500 3,176 7 2

全

2,424

活動指標名

機

工事実施件数 単位 件

計

能

画 0 計画 0
令和 5年

の

度 令和 6年度 令和 

１

維

7年度計画 0
実績 2 実

持

績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

林道災害が発生し

－

なかった。
実　績

特になし。
理　由

災害が発生した場合は、早急に対応する。
今後の取組

１　農林
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基本 水産

所　　属 201

業

000 農業振興課 会　

を

計 1 一般会計

科　目 0

振

50301 農林水産業

興

費・水産業費・水産業

し

振興費

事　業 0101

ま

00 水産業振興対策事

す

業費(共通)

漁業協同

【

組合が行う稚魚放流事

施

方

業費の一部を助成する

針

。

事業概要

内水面水産

】

資源の維持管理のため

７

放流事業の助成を実施

養

する。

期間目標

国庫支

殖

出金 県支出金 地方債 そ

業

の他 一般財源 事業費計

者

（千円）

令和 5年度

へ

実績 0 0 0 0 870 8

の

70

令和 6年度実績

策

持

0 0 0 0 870 870

続

活動指標名 放流回数（

化

小高野） 単位 回

計画 6

支

0 計画 60
令和 5年

援

度 令和 6年度 令和 7年度計画 60
実績 45 実績 48

活動指標名 放流回数（須木） 単位 回

計画 15 計画 15
令和 5年度 令和 6年

１

度 令和 7年度計画 15
実績 16 実績 11

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

漁業組合が実施する事業に対し補助することで、稚魚等放流や河川巡視により水産資源保全

－

、ひいては自然環
実　績

境保全への意識啓発が図られた。

各漁協が予算の範囲内で、放流を実施したため目標値に至らなかった。
理　由

水産資源保全及び自然環境保全の意識啓発のための事業に対し支援する。
今後の取組

１　農林
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基本 業

興を図る。地域内の畜産農家に対する支援を強化し、効率的な飼育方法や経営改善策の

期間目標 普及を進める。畜産振興に向けた研修

所

会や技術講習を実施し

　

、農家の技術向上を促

　

進する。地域内の畜産

属

業の

競争力を高めるた

を

2

め、市場への出荷を促

0

進する。

国庫支出金 県

1

支出金 地方債 その他 一

5

般財源 事業費計 （千円

0

）

令和 5年度実績 0

0

0 0 0 43 43

令和 

畜

6年度実績 0 0 0 0 4

産

6 46

活動指標名 単位

課

計画 0 計画 0
令和 5

会

年度 令和 6年度 令和

振

　

 7年度計画 0
実績 0

計

実績 0

活動指標名 単位

1

計画 0 計画 0
令和 5

一

年度 令和 6年度 令和

般

 7年度計画 0
実績 0

会

実績 0

活動指標名 単位

計

計画 0 計画 0
令和 5

科

年度 令和 6年度 令和

　

 7年度計画 0
実績 0

目

実績 0

野尻町総合畜産

興

0

共進会や品評会への出

5

品頭数を維持すること

0

ができ、地域の畜産振

1

興に貢献した。また、

0

畜産
実　績

農家の技術

4

向上を支援するため、

農

技術講習や研修を開催

林

し、現場での実践的な

水

知識を提供した。

品評

産

会を活用した技術交流

し

業

の場として、地域全体

費

の畜産業の発展に繋が

・

る成果を上げることが

農

できたため。
理　由

J

業

Aの技術員と連携し、

費

定期的な巡回指導を実

・

施することで、畜産農

畜

家へのサポート体制を

産

強化する。出品者に
今

業

後の取組
対する技術指

ま

費

導や飼育改善の助言を

事

行い、品評会を通じて

　

農家の自信と意欲を高

業

める取り組みを実施す

0

る。

10100

す

畜産総務費(共通)

畜

【

産課の諸経費を総括的

方

に管理し効率的な執行

針

を行う。

事業概要

総括

施

】

的な畜産振興を図るこ

１

とにより、畜産農家の

肉

経営安定、また消費者

用

に安心で安全な畜産物

牛

の供給を行う。

期間目

の

標

国庫支出金 県支出金

振

地方債 その他 一般財源

興

事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 3,134 3,134

策

令和 6年度実績 0 0 0 0 3,793 3,793

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実

１

績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

農家戸数の減少は避けられない情勢ではあるが、飼養頭数に関してはおおむね維持できた。厳しい情勢踏まえ
実　績

た中において

－

もＪＡ等関係機関等と連携を図りながら畜産振興につながる事業を展開できた。

各畜種ごとに選任する担当が農家との関わりを密にし、信頼を得るように努力している。ＪＡ等関係機関とも
理　由

連携し、経営安定に寄与で

２

きるよう農家指導を行っている。

今後も職員全員で業務の効率化を図ったうえで職場環境の構築を進めていく。
今後の取組

　

所　　属 600500 地域振興課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 050104 農林水産業費・農業費・畜産業費

事　業 010400 畜産総務費

畜

(野尻)

品評会開催の経費をはじめ、畜産農家の巡回支援、予防接種の受付補助等にかかる人件費や旅費、必要な物資

の購入費（需用費）を計上し、畜産振興に向けたさまざまな事業を実施する。畜産農家の経営支援を強化

産

する

ため、品評会や技術研修会の開催を通じて、最新の飼育技術や経営改善策を提供する。また、定期的な巡回に

事業概要 よる現場での指導や予防接種促進を行い、畜産業の持続的な発展を支援する。

野尻町区内の畜産業振
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基本 業

域家畜市場で、肉牛枝肉・肉豚枝

肉の部はミヤチク高崎工場で開催される。（乳用種の部はなし）県内各地域で選出された優秀な家畜

所

を一同に

集め家畜の進

　

度や改良の成果を競う

　

もので宮崎県が誇るブ

属

ランド品の更なる向上

を

2

を目指すものである。

0

事業概要 本事業では出

1

品の推進を行い支援す

5

ることで市内畜産農家

0

の技術力の向上が図ら

0

れる。

家畜の改良・増

畜

殖を奨励し、本市の畜

産

産振興に寄与する。

期

課

間目標

国庫支出金 県支

会

出金 地方債 その他 一般

振

　

財源 事業費計 （千円）

計

令和 5年度実績 0 0

1

0 0 1,224 1,2

一

24

令和 6年度実績

般

0 0 0 0 781 781

会

成果指標名 出品頭数（

計

肉牛枝肉の部） 単位 頭

科

計画 20 計画 20
令和

　

 5年度 令和 6年度

目

令和 7年度計画 20

興

0

実績 23 実績 19

成果

5

指標名 出品頭数（肉豚

0

枝肉の部） 単位 頭

計画

1

3 計画 3
令和 5年度

0

令和 6年度 令和 7

4

年度計画 3
実績 3 実績

農

1

成果指標名 出品頭数

林

（和牛・乳牛） 単位 頭

水

計画 18 計画 8
令和 

産

5年度 令和 6年度 令

し

業

和 7年度計画 8
実績

費

15 実績 7

肉用種種牛

・

の部　30,000円

農

×7頭　肉牛枝肉の部

業

　15,000円×1

費

9頭　肉豚枝肉の部　

・

10,000円×1セ

畜

ット　九州
実　績

管内

産

系統和牛枝肉共励会　

業

15,000円×3頭

ま

費

第65回宮崎県畜産共

事

進会開催において肉用

　

種種牛の部7頭、肉牛

業

19頭、肉豚1セット

0

が出品された。これら

3

出品
理　由

財に対する

0

報償費及び共進会実施

1

による各市町村負担に

0

よるもの。

令和７年は

0

第66回宮崎県畜産共

す

畜

進会が肉用種種牛の部

産

は都城地域家畜市場に

振

おいて、肉牛枝肉・肉

興

豚枝肉の部
今後の取組

会

は（株）ミヤチク高崎

運

工場にて開催される予

営

定で、引き続き当市か

事

ら多数の出品を目指す

業

。

費

【

(共通)

市内９地区の

方

畜産振興会及び各６部

針

会（和牛・肥育・酪農

施

】

・養豚・養鶏・農用馬

１

）、女性部が一つにな

肉

り畜産

の振興を進める

用

。畜産振興会連合会が

牛

主体となり、各種補助

の

事業にも積極的に市品

振

評会、馬頭観世音祭及

興

び総

合畜産共進会、研修会等を実施する。また、本県で進められて

策

いる「ゲノミック育種価評価法」についても連

事業概要 合会組織が中心となって取組を推進していくこととする。

畜産農家の経営指標となる家畜の改良・増殖・防疫等の事業が推進されることにより、畜産農家に大きく貢献

１

期間目標 する。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 3,650 3,650

令和 6年度実績 0 0 0 0 3,650 3,650

活動指標名 振興会加入率 単位 ％

計画 99 計画 99

－

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 99
実績 99 実績 99

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年

２

度計画 0
実績 0 実績 0

畜産振興会連合会を中心に畜産の振興が大いに図られた。畜産情勢が厳しい中、宮崎牛・県産牛乳の消費拡大
実　績

運動や防疫対策資材の配布等を畜産振興大会等で配付・実施した。連合会加入率は前

　

年並みとなった。

状況を考慮し、時機をとらえた取組を実行し、組織強化を図ることができた。
理　由

防疫活動や消費拡大運動は地域を挙げた取組が極めて重要であり、情報の共有を図る上でも、振興会への加入
今後の取組

畜

が望まれる。引き続き、加入推進を進める。

所　

産

　属 201500 畜産課 会　計 1 一般会計

科　目 050104 農林水産業費・農業費・畜産業費

事　業 040100 県畜産共進会事業費(共通)

毎年開催される第66回宮崎県畜産共進会は令和７年度は肉用種の部は都城地
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基本 業

卵を行い、需要が増加している和牛受精卵の安定供給に努める。また、一般農家所有牛の

事業概要 採卵についても延べ３回／年行い、

所

地域の家畜改良速度の

　

向上を図る。更に、農

　

家所有の優良牛を６頭

属

／年以

上借受け採卵を

を

2

行い、増加する移植要

0

望に応える体制を整え

1

る。

計画的に採卵を実

5

施し、受精卵の安定供

0

給を図るとともに、農

0

家の要望に応じた受精

畜

卵移植を実施する。

期

産

間目標

国庫支出金 県支

課

出金 地方債 その他 一般

会

財源 事業費計 （千円）

振

　

令和 5年度実績 0 0

計

0 0 1,400 1,4

1

00

令和 6年度実績

一

0 0 0 0 1,400 1

般

,400

活動指標名 採

会

卵頭数 単位 頭

計画 30

計

計画 30
令和 5年度

科

令和 6年度 令和 7

　

年度計画 30
実績 16

目

実績 11

活動指標名 移

興

0

植頭数 単位 頭

計画 13

5

0 計画 78
令和 5年

0

度 令和 6年度 令和 

1

7年度計画 78
実績 5

0

0 実績 67

活動指標名

4

単位

計画 0 計画 0
令和

農

 5年度 令和 6年度

林

令和 7年度計画 0
実

水

績 0 実績 0

採卵頭数は

産

計画より19頭減の1

し

業

1頭、移植頭数は計画

費

より11頭少ない67

・

頭であった。
実　績

採

農

卵については、個人農

業

家が開業獣医師での採

費

卵にシフトし協議会で

・

の採卵が減少した。移

畜

植については、受
理　

産

由
精卵産子の市場評価

業

が高く受精卵需要の引

ま

費

き合いが強いものの、

事

農家の要望に応えるこ

　

とが難しかった。

今年

業

度は運用面から協議会

0

ドナー牛を販売、所有

6

するドナー牛を減らし

0

た。しかし、依然とし

1

て受精卵移植需
今後の

0

取組
要は高く、引き続

0

き受精卵の需要が高い

す

和

ため、農家所有牛を借

牛

りて採卵するなど受精

ヘ

卵の確保に努める。

ルパー組合運営

【

事業費(共通)

和牛ヘ

方

ルパー組合の運営を補

針

助することにより、高

施

】

齢農家及び婦女子の営

１

農継続に寄与すると伴

肉

に本市の畜産

振興が図

用

られる。

事業概要

高齢

牛

農家及び婦女子の労力

の

を負担し、安心して営

振

農を継続できる体制を

興

維持するためヘルパー組合に対するサ

期間目標 ポートを行う。また

策

、宮崎県畜産共進会や地域の品評会への積極的な出品に関わるほか、出品者への支援体制

も構築していくこととする。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 1,000 1,0

１

00

令和 6年度実績 0 0 0 0 1,000 1,000

成果指標名 利用頭数 単位 頭

計画 800 計画 800
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 800

実績 928 実績 891

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和

－

 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

利用件数 634件、利用頭数　891頭
実　績

高齢化・後継者不足等による離農が進みヘ

２

ルパー組合を利用する農家戸数は減ってはいるものの、運搬業務を
理　由

利用する農家は増加傾向にある。

和牛生産農家の高齢化が進む中で、安心して営農が継続でき、飼養頭数が減少しないよう、運搬業務、飼養管
今後の

　

取組
理のヘルパー業務の充実を図る。引き続き、ヘルパーに従事できる新たな組合員の募集を積極的に行う。

畜

所　　属 201500 畜産課 会　計 1 一般会計

科　目 050104 農林水産業費・農業費・畜産業費

事　業 070100 受精卵移植事業費(共通)

小林受精卵移植

産

推進協議会が行う、受精卵の採卵・移植事業に要する経費の一部を助成する。小林受精卵移植

推進協議会については、令和７年度から令和９年度にかけては、和牛ドナー（供卵牛）を毎年４頭運用し、延

べ７回以上／年の採
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基本 業

費・畜産業費

事　業 090100 肉用肥育素牛購入資金貸付事業費(共通)

肉用肥育経営規模の維持及び拡大と優良な肉牛生産を意欲

所

的に取り組む農家に対

　

し、小林地域家畜市場

　

で年12

回開催される

属

子牛競り市で競り落と

を

2

された子牛を無利子で

0

貸し付ける。

事業概要

1

肉用肥育素牛の購入資

5

金を貸し付け、規模拡

0

大と肉質の向上、更に

0

は地域内一貫体制の維

畜

持を図る。

期間目標

国

産

庫支出金 県支出金 地方

課

債 その他 一般財源 事業

会

費計 （千円）

令和 5

振

　

年度実績 0 0 0 536

計

,022 0 536,0

1

22

令和 6年度実績

一

0 0 0 550,191

般

0 550,191

成果

会

指標名 貸付頭数（累計

計

） 単位 頭

計画 550 計

科

画 550
令和 5年度

　

令和 6年度 令和 7

目

年度計画 550
実績 8

興

0

92 実績 984

成果指

5

標名 販売頭数 単位 頭

計

0

画 3,500 計画 3,

1

500
令和 5年度 令

0

和 6年度 令和 7年

4

度計画 3,500
実績

農

4,081 実績 4,4

林

81

活動指標名 単位

計

水

画 0 計画 0
令和 5年

産

度 令和 6年度 令和 

し

業

7年度計画 0
実績 0 実

費

績 0

令和4年度貸付　

・

 240頭　150,

農

736,000円　令

業

和5年度貸付　 37

費

8頭　199,455

・

,000円　
実　績

令

畜

和6年度貸付　 36

産

6頭　200,000

業

,000円　

配合飼料

ま

費

価格等の高騰、枝肉相

事

場の低迷により、肥育

　

経営は厳しい状況にあ

業

る。無利子である当該

0

貸付金を有
理　由

効活

8

用することで肥育農家

0

の飼養規模維持が図ら

1

れた。

物価高騰や円安

0

等の影響により枝肉相

0

場が低迷し、肥育農家

す

優

の経営にも大きな影響

良

が出た。肥育農家と繁

肉

殖農
今後の取組

家の所

用

得確保につなげるため

雌

にも無利子である貸付

牛

事業は必要不可欠なも

購

のである。

入資金

【

貸付事業費(共通)

年

方

12回開催される子牛

針

セリ市において購入資

施

】

金貸付（前年度実績）

１

令和６年度貸付頭数1

肉

87頭

年度毎借換予定

用

（３～６年度）

３年度

牛

　125頭　　　　　

の

　85,290,00

振

0円

事業概要 ４年度　

興

138頭　　　　　　86,790,000円

５年度　239頭　

策

　　　　 141,670,000円

６年度　187頭　　　　　 111,060,000円　

購買者が全国より優良雌子牛を求めて訪れるが市内に確実に保留することにより的確な母牛更新による繁殖基

期間目標 盤の強

１

化と牛伝染性リンパ腫（ＢＬ）対策とした地域清浄化の推進を図る。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 508,210 0 508,210

令和 6年度実績 0 0 0 486,7

－

81 8,864 495,645

成果指標名 貸付頭数 単位 頭

計画 150 計画 130
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 130

実績 239 実績 187

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

２

計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

令和６年度貸付実績　187頭　貸付額　111,060,000円　（借換額　370,965,000円）
実

　

　績

燃油・資材価格や配合飼料価格の高騰により子牛価格下落、母牛更新対策が懸念されたものの、無利子である
理　由

貸付金を有効活用することで優良雌牛の市内保留、更新を行い繁殖基盤の維持が図られた。

購買者が優

畜

良雌子牛を求めて全国から訪れている。無利子である貸付金を有効活用し、市内に確実に保留する
今後の取組

ことで母牛更新を行い、引き続き繁殖基盤の強化と飼養頭数の維持を図る。

産

所　　属 201500 畜産課 会　計 1 一般会計

科　目 050104 農林水産業費・農業

事務事業評価書 53



基本 業

千円）

令和 5年度実績 0 0 0 62 5,840 5,902

令和 6年度実績 0 0 0 58 6,723 6,781

成果指標名 優良牛の市内

所

保留頭数 単位 頭

計画 2

　

20 計画 200
令和 

　

5年度 令和 6年度 令

属

和 7年度計画 200

を

2

実績 171 実績 132

0

活動指標名 単位

計画 0

1

計画 0
令和 5年度 令

5

和 6年度 令和 7年

0

度計画 0
実績 0 実績 0

0

活動指標名 単位

計画 0

畜

計画 0
令和 5年度 令

産

和 6年度 令和 7年

課

度計画 0
実績 0 実績 0

会

優等48頭×70,0

振

　

00円＝3,360,

計

000円　壱等84頭

1

×30,000円＝2

一

,520,000円
実

般

　績

郡品評会に出品さ

会

れた優良牛の導入及び

計

自家保留に対し補助を

科

行うことで、市内農家

　

の優良牛導入を促すこ

目

と
理　由

ができたもの

興

0

の、計画に達すること

5

ができなかった。

今後

0

も郡品評会出品牛に対

1

し補助を行い、市内農

0

家に自家保留及び導入

4

を促し、市外へ優良牛

農

の流出を防ぐ。
今後の

林

取組

水産

し

業費・農業費・畜産業

ま

費

事　業 120100

す

大家畜経営改善支援資

【

金特別融通助成事業費

方

(共通)

畜産経営者に

針

対し融資機関が行なう

施

】

借入金の償還に要する

１

低利資金の融資を円滑

肉

にするため、当該資金

用

に利子

補給を行なう。

牛

事業概要

借入金利の利

の

子補給制度により経営

振

の強化と農家の所得確

興

保を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業

策

費計 （千円）

令和 5年度実績 0 494 0 0 108 602

令和 6年度実績 0 403 0 0 90 493

成果指標名 利子補給対象者数 単位 人

計画 22 計画 21
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 21

実績 20 実績 17

活

１

動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

大家畜経営改善6,950円、経営維持緊16

－

6,528円、大家畜特別206,848円、経営改善緊113,087円
実　績

繰上償還により利子補給額が減少したものの、昨今の配合飼料価格高騰等の影響により引き続き畜産農家の経
理　由

営継続支援を図ることと

２

する。

今後も借入金利の利子補給制度により経営の強化と農家の所得確保を図り、酪農及び肉用牛生産・肥育経営の
今後の取組

強化を行う。

　

所　　属 201500 畜産課 会　計 1 一般会計

科　目 050104 農林水産業費・農業費・畜産業費

事　業 130100 肉用牛振興

畜

対策事業費(共通)

年12回開催される子牛セリ市において郡品評会優良牛を市内に保留するために、郡品評会牛を子牛セリ市で導

入もしくは自家保留する市内農家に対して、補助を行う。

補助額は１頭あたり｢優等賞｣に

産

70,000円、｢壱等賞｣においては30,000円、補助を行う。

事業概要

市内農家に郡品評会優良牛の自家保留および導入を促し、市外への流出を防ぐ。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （
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基本 業

所　　属 201500 畜産課 会　計 1 一般会計

科　目 050104 農林水産業費・農業費

所

・畜産業費

事　業 28

　

0100 畜産物等燃油

　

・配合飼料高騰対策重

属

点支援給付金支給事業

を

2

費(共通)

配合飼料や

0

燃料等の物価高騰によ

1

る畜産経営への影響の

5

軽減を図るため、市内

0

の畜産農家等に対して

0

給付金を

支給し、畜産

畜

経営継続を支援する。

産

事業概要

畜産農家の経

課

営維持支援

期間目標

国

会

庫支出金 県支出金 地方

振

　

債 その他 一般財源 事業

計

費計 （千円）

令和 5

1

年度実績 20,781

一

0 0 0 0 20,781

般

令和 6年度実績 14

会

,001 0 0 0 0 14

計

,001

活動指標名 単

科

位

計画 0 計画 0
令和 

　

5年度 令和 6年度 令

目

和 7年度計画 0
実績

興

0

0 実績 0

活動指標名 単

5

位

計画 0 計画 0
令和 

0

5年度 令和 6年度 令

1

和 7年度計画 0
実績

0

0 実績 0

活動指標名 単

4

位

計画 0 計画 0
令和 

農

5年度 令和 6年度 令

林

和 7年度計画 0
実績

水

0 実績 0

年度をまたい

産

での申請受付期間であ

し

業

ったため、令和６年度

費

は、６８０経営体に対

・

し１９９経営体の申請

農

であっ
実　績

た。

令和

業

７年度に予算を繰越し

費

て、給付金の支給を行

・

うものである。
理　由

畜

給付金の支給について

産

、未申請者への対応も

業

行い畜産経営継続を支

ま

費

援する。
今後の取組

事　業 170100

す

肉用牛振興対策事業費

【

（臨時）(共通)

市内

方

の肥育経営を行う畜産

針

農家に対して、肥育素

施

】

牛導入経費の一部を補

１

填することにより肥育

肉

農家の生産意欲

を向上

用

させ安定的な畜産経営

牛

の維持が図られる。

補

の

助額　１経営体あたり

振

去勢10,000円／

興

頭、雌20,000円／頭（上限は経営規模に応じて配分）

事業概

策

要  

肉用肥育牛がＢＬ（牛伝染性リンパ腫）に感染し、と場での検査によって全廃棄された場合、牛の肥育期間に

応じた飼料費の一部を補てんすることにより経営の安定を図る。小林地域家畜市場での導入牛に対し上限20

１

万

円。

肥育農家の導入意欲向上や子牛市場価格を安定させ和牛繁殖農家の生産意欲向上を図る。

期間目標 肉用牛のＢＬ廃棄による損失を軽減し、持続可能な畜産基盤を維持していくために肉用牛肥育農家の経営規模

維持を図

－

る。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 17,040 20,070 37,110

令和 6年度実績 0 0 0 300,262 1,000 301,262

活動指標名 ＢＬ（牛伝染性

２

リンパ腫）発症牛でと畜後の全廃棄頭数 単位 頭

計画 10 計画 10
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 10

実績 7 実績 4

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指

　

標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

ＢＬ補助対象頭数４頭、肥育導入対象頭数　雌666頭、去勢1,754頭、
実　績

ＢＬ廃棄による肥育農家への損失を軽減し、持続可能な

畜

畜産基盤を維持していくために繁殖農家および肥育農
理　由

家の経営規模維持とともに地域内一貫体制の維持が図れた。

配合飼料や畜産資材価格の高止まりにより、引き続き厳しい畜産経営が見込まれる。今後も継続して繁

産

殖基盤
今後の取組

の維持を図るとともに繁殖農家および肥育農家への経営支援を行っていく。
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基本 業

事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 6年度実績 0 0 0 0 2,261 2,261

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 

所

5年度 令和 6年度 令

　

和 7年度計画 0
実績

　

0 実績 0

活動指標名 単

属

位

計画 0 計画 0
令和 

を

2

5年度 令和 6年度 令

0

和 7年度計画 0
実績

1

0 実績 0

活動指標名 単

5

位

計画 0 計画 0
令和 

0

5年度 令和 6年度 令

0

和 7年度計画 0
実績

畜

0 実績 0

市営牧場の牛

産

舎の壁等の改修を行っ

課

た。
実　績

市営牧場の

会

牛舎の壁等の改修を行

振

　

った。
理　由

市内畜産

計

農家が安心して施設を

1

利用できるよう、牧場

一

の維持管理に務める。

般

今後の取組

会計

科　目

興

050106 農林水産

し

業費・農業費・牧場管

ま

理費

事　業 01010

す

0 牧場管理運営事業費

【

(共通)

指定管理者に

方

よる運営。畜産農家の

針

労働負担の軽減や肉用

施

】

子牛の増頭及び生産性

１

の向上のために、預託

肉

牛の発

情監視や繁殖障

用

害牛の治療又は授精等

牛

の繁殖総合管理を実施

の

する。

事業概要

市営牧

振

場の施設を最大限に活

興

用した効率的な管理運営が行われる状態。

期間目標

国庫支出金 県支

策

出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 3,046 3,046

令和 6年度実績 0 0 0 0 3,012 3,012

活動指標名 農家延頭数 単位 頭

計画 35,000 計画 35,000
令和 5年度 令

１

和 6年度 令和 7年度計画 35,000
実績 20,521 実績 19,976

活動指標名 ＪＡ事業延頭数 単位 頭

計画 70,000 計画 70,000
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 70,000

実績 101,88

－

3 実績 97,852

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

昨年度と比較し、延べ約545頭農家預託頭数が減少。また、ＪＡ事業も延べ約4,031頭の減少。
実　績

自前

２

農場の牛房不足による継続預かりや農家の疾病等による所有牛の一時預かりのほか、ＪＡ事業を通し頭数
理　由

維持に向けた取組を行ったが、農家預託頭数の減少の影響が大きく、延べ頭数も減少した。

市営牧場は、畜産基

　

地として重要な位置づけにあり、引き続きＢＬ対策の取組を実施する。防疫意識を更に高
今後の取組

めながら施設管理を行っていく。

畜

所　　属 201500 畜産課 会　計 1 一般会計

科　目 050106 農林水産業費・農業費・牧場管理費

事　業 020100 牧場管理運営事

産

業費（臨時）(共通)

老朽化した施設の修繕を行い、市営牧場の環境整備を実施する。

事業概要

市内畜産農家が安心して施設を利用できるよう、牧場の再整備を実施する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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基本 業

所　　属 2

を

01500 畜産課 会　

振

計 1 一般会計

科　目 0

興

50104 農林水産業

し

費・農業費・畜産業費

ま

事　業 050100 酪

す

農振興対策事業費(共

【

通)

酪農家にとって搾

方

乳牛確保は必要不可欠

針

であるが、その効率的

施

】

な作出と育成は大きな

２

費用と労力を要する。

酪

令和５年度から令和７

農

年度にかけては、優良

の

乳用牛♀判別精液30

振

0本／年を導入し、酪

興

農公社等育成牧場への

預託も年間60頭行い、効率的な後継牛確保に努める。また、乳用

策

牛改良のために年間３回程度開催される各種

事業概要 品評会等についても参加し作業補助を行うなど、出品者への総合的支援を行う。

優良乳用牛♀判別精液300本／年を導入し、酪農公社等育成牧場への預託も年間60頭

１

行い、効率的な後継牛確

期間目標 保に努める。また、乳用牛改良のために年間３回程度開催される各種品評会等についても参加し作業補助を行

うなど、出品者への総合的支援を行う。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財

－

源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 12,853 835 0 2,370 3,083 19,141

令和 6年度実績 0 787 0 2,370 5,202 8,359

成果指標名 育成牛の預託 単位 頭

計画 60 計画 60
令和 5年度 令

２

和 6年度 令和 7年度計画 60
実績 70 実績 67

成果指標名 雌雄判別精液購入数 単位 本

計画 300 計画 300
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 300

実績 346 実績 395

活動指標名 支援する酪農家件数 単位 件

　

計画 26 計画 24
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 24

実績 26 実績 24

育成牛の預託　実頭数67頭　補助金1,574,900円、自家育成　実頭数60頭　補助金1,500,000円、雌雄判別精液
実　

畜

績
数395本　1,000,000円、和牛受精卵 91個　1,169,620円

酪農公社の乳用牛預託育成機能を活用することにより、初妊牛の増頭が図られた。また効率的な後継牛作出を
理　由

行うことで、牛群改良

産

と生乳生産基盤の強化が図られた。

乳価下落や生産資材、配合飼料価格の高騰などにより酪農経営は依然として厳しい状況が継続しているため、
今後の取組

今後も引き続き必要な支援対策を積極的に行う。
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基本 業

所　

を

　属 201500 畜産

振

課 会　計 1 一般会計

科

興

　目 050104 農林

し

水産業費・農業費・畜

ま

産業費

事　業 2101

す

00 畜産競争力強化整

【

備事業費(共通)

　畜

方

産クラスター協議会に

針

所属する地域の中心的

施

】

な経営体が実施する、

３

規模拡大、疾病予防に

養

資する施設・設

備の整

豚

備費および家畜の導入

・

に要する経費の一部を

養

助成し、地域の畜産の

鶏

収益力向上を図る。

　

の

小林市養豚クラスター

振

協議会については、収

興

益性の高い養豚経営実

策

現のためバイオセキュリティ能力の高い

事業概要 養豚肥育施設の合計2棟（2,675.25㎡）と家畜排せつ物処理施設等を整備する。

地域の中心的な経営体が実施する規模拡大や作業の効率化等を支援し、その効果を市

１

内の畜産農家全体に波及

期間目標 させることで、畜産販売額の増大を図る。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 693,244 0 0 0 693,244

令和 6年度実績 0 0 0 0 0

－

0

成果指標名 新規畜舎件数 単位 件

計画 2 計画 1
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 1

実績 2 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画

２

0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

養豚肥育施設について、翌年度へ繰越し建設することになった。
実　績

建設に日数を要するため、翌年度建設を行う。
理　由

令和７年度内にバイオセキュリティ

　

能力の高い養豚肥育施設の合計2棟（2,675.25㎡）と家畜排せつ物処理施
今後の取組

設等を整備を行う。

畜産
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基本 業

所　　

を

属 201500 畜産課

振

会　計 1 一般会計

科　

興

目 050104 農林水

し

産業費・農業費・畜産

ま

業費

事　業 02010

す

0 家畜衛生対策事業費

【

(共通)

各種ワクチン

方

接種の推進や薬剤配布

針

により、家畜の疾病予

施

】

防及び伝染病の発生防

４

止、畜産農家の防疫意

家

識の向

上を図られる。

畜

また、これらに係る経

防

費の一部助成を実施し

疫

、農家負担の軽減を図

の

ることで、畜産経営の

強

安定

が見込まれる。ま

化

た、市内畜産農家を対象とした巡回消毒業務

策

を西諸県地域ヘルパー利用組合が担っており、

事業概要 運営に対する支援も実施していくこととする。

市自衛防疫推進協議会などと連携・協力し、畜産農家への各衛生対策事業を実施する。また、畜産農家の防疫

期間目標 レ

１

ベルの向上のための情報提供や指導を随時実施し畜産農家の防疫意識の向上及び万が一に備えた取り組み強

化を行なう。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 2,108 9,6

－

24 11,732

令和 6年度実績 0 490 0 2,016 6,998 9,504

活動指標名 巡回消毒件数 単位 件

計画 2,500 計画 2,500
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 2,500

実績 2,269 実績 2,

２

139

活動指標名 薬剤配布戸数 単位 戸

計画 900 計画 900
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 850

実績 866 実績 660

活動指標名 ワクチン（異常産予防）接種頭数 単位 頭

計画 8,000 計画 7,000
令和 

　

5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 7,000
実績 4,445 実績 4,532

令和６年度巡回農家延べ戸数2,139件
実　績

高齢化や担い手不足に伴う農家戸数の減少により利用農家は減っているものの、農家の家畜防

畜

疫に対する意識
理　由

の向上により巡回消毒件数はリピート、固定化している。

海外では依然として家畜疾病が蔓延しており、国内でもいつ発生するかわからない状況である。これらの疾病
今後の取組

を地域内に侵入させな

産

いためにも、引き続き巡回消毒事業を通じた地域内防疫活動は必要不可欠である。
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基本 業

いて熟知した指定管理者による管理運営を行い、家畜排せつ物の

期間目標 適正な堆肥化処理を実施する。また、経年劣化による修繕も増えており、計画的な

所

修繕を実施する。

国庫

　

支出金 県支出金 地方債

　

その他 一般財源 事業費

を

属

計 （千円）

令和 5年

2

度実績 0 0 0 0 14,

0

038 14,038

令

1

和 6年度実績 0 0 0

5

0 12,297 12,

0

297

成果指標名 原料

0

受入量 単位 ｔ

計画 9,

畜

000 計画 8,500

産

令和 5年度 令和 6

課

年度 令和 7年度計画

振

会

8,500
実績 6,0

　

64 実績 5,813

成

計

果指標名 施設修繕 単位

1

箇所

計画 2 計画 2
令和

一

 5年度 令和 6年度

般

令和 7年度計画 2
実

会

績 3 実績 3

活動指標名

計

単位

計画 0 計画 0
令和

科

 5年度 令和 6年度

　

令和 7年度計画 0
実

興

目

績 0 実績 0

メタン発酵

0

施設分を含めた畜産排

5

せつ物及びそれ以外の

0

原料の受入量は昨年度

1

と比較して約251ｔ

0

で４％の減
実　績

少で

4

あった。　

家畜排せつ

農

物の搬入量減少は、燃

林

料、資材、配合飼料価

水

格の高騰等を背景に家

し

産

畜頭数が減少したこと

業

が要因と
理　由

考えら

費

れる。

突発的な故障が

・

あり施設の計画的な修

農

繕が課題となっている

業

。引き続き修繕につい

費

ては関係各課とも協議

・

しな
今後の取組

がら行

畜

う。

産

ま

業費

事　業 10010

す

0 広域畜産環境施設整

【

備運営資金貸付事業費

方

(共通)

小林市広域畜

針

産環境施設整備運営資

施

】

金貸付事業要綱に基づ

５

き資金貸付を実施する

環

。貸付金の元金償還を

境

行う。

事業概要

廃棄物

保

の適正な処理及び生産

全

・利用体制の整備のた

の

め、有限会社小林堆肥

推

センターに対して施設

進

運営に必要な

期間目標 資金の貸付を実施する

策

。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 45,000 0 45,000

令和 6年度実績 0 0 0 42,000 0 42,000

成果指標名 償還金額 単位 千円

計画 3,000 計画 3,

１

000
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 3,000

実績 3,000 実績 3,000

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年

－

度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

3,000千円の償還がなされた。
実　績

毎年度3,000千円の元金償還が実施されており、今年度も同額の償還がなされた。
理　由

引き続き施設運営に必要な資金の貸し

２

付けを行いつつ、確実に償還の履行を実施するため指導していく。
今後の取組

　

所　　属 201500 畜産課 会　計 1 一般会計

科　目 050104 農林水産業費・農業費・畜産業費

事　業 110100 バイオマスセンター管理運営事業費(共通)

家畜から発生する糞尿は、家

畜

畜排せつ物法の規定により適正な処理を行う必要がある。しかし、糞尿処理を自

力対応できない農家もおり、その受け皿として「小林市バイオマスセンター」が整備された。

また、平成17年度からは、市内全家庭の生ゴミ

産

の堆肥化を実施している。

事業概要 なお、平成27年度に認定された「小林市バイオマス産業都市構想」の中核を担う施設であり、資源循環型社会

の形成に大きく貢献している。

廃棄物のみならず、施設及び設備の構造につ
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基本 業

所　　属 600500 地域振興課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目

所

050104 農林水産

　

業費・農業費・畜産業

　

費

事　業 160400

を

属

野尻有機センター管理

6

事業費（臨時）(野尻

0

)

野尻町有機センター

0

の作業効率向上および

5

運営の健全化を図るた

0

め、車両の新規導入と

0

共に、老朽化した機械

地

器具や施設の修繕を実

域

施する。これにより、

振

作業の効率化、安全性

振

興

の向上、そして運営コ

課

ストの削減を目指す

。

（

事業概要 【野尻町有機

野

センター車両導入およ

尻

び機械器具・施設修繕

庁

計画】

ホイールローダ

舎

（新規導入）: 3,

）

762,000円

新た

会

に導入されたホイール

　

ローダの稼働により、

興

計

施設の運営が円滑に行

1

われるとともに、長期

一

的な維持管理の

効率化

般

が期待される。

堆肥の

会

製造および散布作業に

計

必要な車両、機械、施

科

設の更新・修繕を行う

　

。これにより、作業の

目

効率化を実現

期間目標

0

し、作業時間の短縮と

し

5

労力の軽減を目指す。

0

最新の機械や設備を導

1

入することで、堆肥の

0

品質向上や散布作業

の

4

精度向上を図り、全体

農

的な運営効率を大幅に

林

改善する。

国庫支出金

水

県支出金 地方債 その他

産

一般財源 事業費計 （千

業

円）

令和 5年度実績

ま

費

0 0 10,100 0 1

・

70 10,270

令和

農

 6年度実績 0 0 3,

業

700 0 1,579 5

費

,279

活動指標名 単

・

位

計画 0 計画 0
令和 

畜

5年度 令和 6年度 令

産

和 7年度計画 0
実績

業

0 実績 0

活動指標名 単

費

位

計画 0 計画 0
令和 

す

事

5年度 令和 6年度 令

　

和 7年度計画 0
実績

業

0 実績 0

活動指標名 単

1

位

計画 0 計画 0
令和 

5

5年度 令和 6年度 令

0

和 7年度計画 0
実績

4

0 実績 0

堆肥搬送用の

0

ホイールローダを更新

0

した。新たに導入した

野

ホイールローダは、作

【

尻

業効率の向上と堆肥の

有

搬送作
実　績

業のスピ

機

ードアップを実現し、

セ

センターの運営全体の

ン

効率化を図るものでる

タ

。

旧車両は導入から長

ー

期間が経過しており、

管

老朽化や性能の低下が

理

進んでいたため、更新

事

時期を迎えたことによ

方

業

理　由
り、効率的な作

費

業を維持するための必

(

要な措置として実施さ

野

れた。

車両や機械器具

尻

を計画的に年次更新す

)

ることにより、堆肥の

野

製造および販売作業の

尻

効率化を実現する。長

町

期的
今後の取組

には、

有

設備の安定稼働を支え

針

機

、持続可能な運営の基

セ

盤を強化する。

ンターの適正な維

施

】

持管理を確保するため

５

、指定管理者による運

環

営体制を強化し、施設

境

内の各種機

械・車両の

保

定期的な点検や修繕・

全

更新を実施する。施設

の

の老朽化対策として必

推

要な設備の改善を行い

進

、安全か

つ効率的に運用できるよう、メンテ

策

ナンス体制を充実する。これにより、有機センターが地域農業のサポート

事業概要 を円滑に行えるよう、施設の稼働状況の安定化を図り、農業振興に寄与する事業を推進する。

施設の適切な管理・運営を実施し、施設の老朽

１

化対策や機械設備の更新を行うことで、畜産環境の保全を一層

期間目標 推進する。環境負荷の軽減と資源の有効活用を目的に、堆肥の品質向上や効率的な施設運営を進め、持続可能

な畜産業の支援を強化する。

国庫支出金 県

－

支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 23,315 23,315

令和 6年度実績 0 0 0 0 21,606 21,606

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

２

計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

施設の運営に支障をきた

　

さないよう、施設、機械器具、車両等の定期的な点検・修繕を実施。品質管理体制を
実　績

さらに強化し、地域農業の支援に不可欠な堆肥の供給を継続的に行うための基盤を維持した。

施設運営中に特段の大きな事故やトラ

畜

ブルが発生することなく、安定した管理運営を実施することができた。
理　由

施設や機械の適切な保守点検や迅速な対応により、トラブルの未然防止に努めたため。

施設、機械、車両等の維持管理と運用を定期的に行い、点

産

検・修繕を迅速に実施することで、今後も施設の機
今後の取組

能維持に努め、品質の高い堆肥の供給を継続的に行う体制を強化する。
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基本 業

所　　

を

属 201500 畜産課

振

会　計 1 一般会計

科　

興

目 050104 農林水

し

産業費・農業費・畜産

ま

業費

事　業 23010

す

0 バイオマス産業化支

【

援事業費(共通)

令和

方

６年度では小林市バイ

針

オマス産業都市構想の

施

】

評価、検証作業を行い

５

、年内に取りまとめ、

環

国へ提出するこ

ととす

境

る。評価、検証にあた

保

っては専門家の意見等

全

も取り入れながら進め

の

ていくこととし、取り

推

まとめに対す

る専門の

進

コーディネーターを配置、一部業務を委託す

策

ることとする。

事業概要

次期バイオマス産業都市構想の策定（令和８年度）

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 6年度実績 0 0 0 0 1,000 1,00

１

0

活動指標名 小林市バイオマス産業都市構想の改定 単位 件

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 小林市バイオマス活用推進計画の改定 単位 件

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6

－

年度 令和 7年度計画 1
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

専門のコーディネーターに計画策定業務の一部を委託し、評価、検証を行った。
実　績

小林市バ

２

イオマス活用推進計画の改定については令和７年度、小林市バイオマス産業都市構想の策定について
理　由

は令和８年度以降を目標としているため、令和６年度は計画素案の検討を行った。

令和７年度中の公表に向けて、小

　

林市バイオマス活用推進計画の改定を進め、次期バイオマス産業都市構想の
今後の取組

策定の協議を行っていく。

畜産
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基本 業

所

を

　　属 201500 畜

振

産課 会　計 1 一般会計

興

科　目 050104 農

し

林水産業費・農業費・

ま

畜産業費

事　業 140

す

100 農畜産物消費拡

【

大推進事業費(共通)

方

事業主体である「小林

針

市農畜産物消費拡大推

施

】

進協議会」を通じて、

６

こばやし秋まつりや県

食

外宮崎牛指定店での

販

肉

売促進支援活動などＪ

の

Ａ等と連携して消費拡

販

大活動に取り組む。

事

売

業概要

地産地消イベン

力

ト　年３回

期間目標 地

の

産外消イベント　年３

強

回

国庫支出金 県支出金

策

化

地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 1,045 1,045

令和 6年度実績 0 0 0 1,000 45 1,045

活動指標名 地産地消イベント 単位 件

計画 1 計画 3
令和 5年度 令和 6年度 令和 

１

7年度計画 3
実績 4 実績 5

活動指標名 地産外消イベント 単位 件

計画 1 計画 3
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 3

実績 2 実績 6

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績

－

0

アフターコロナにおいて庁内関係課と連携して市内イベント5件、シティプロモーションの一環で市外イベン
実　績

ト6件開催し、市内産農畜産物の消費拡大及びPRを行った。

実施制限等の緩和により開催できた市内外

２

のイベントでは市内産畜産物の嗜好性は高評価であり、協議会会員
理　由

の農家メンバーも参加し、安心安全な畜産物の生産につなげるための機運高揚となった。

引き続き庁内関係課と連携し市内外での消費拡大の取組を積

　

極的に行っていく必要がある。
今後の取組

畜産
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基本 業

協議会
今後の取組

への負担金の適正な執行を行う。

所　　属

を

200500 商工観光

振

課 会　計 1 一般会計

科

興

　目 020114 総務

し

費・総務管理費・諸費

ま

事　業 060100 還

す

付等事業費(共通)

事

【

業概要

期間目標

国庫支

方

出金 県支出金 地方債 そ

針

の他 一般財源 事業費計

施

】

（千円）

令和 5年度

１

実績 0 0 0 0 0 0

令和

商

 6年度実績 0 0 0 0

工

0 0

活動指標名 単位

計

業

画 0 計画 0
令和 5年

の

度 令和 6年度 令和 

振

7年度計画 0
実績 0 実

興

績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 

策

7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

実　績

理　由

今後の取組

１

所　　属 200500 商工観光課 会　計 1 一般会計

科　目 060101 商工費・商工費・商工総務費

事　業 010100 商工総務費

－

(共通)

商工業振興に要する管理的費用（会年度任用職員報酬など）であるため、事業期間においては期間を設けてい

ない。

永年勤続優良従業員表彰に係る記念品代、労働対策や金融対策などに係る旅費、その他の消耗品費

３

、赤松通り

事業概要 ポンプ電気代及び商工業の振興等のため加入している各種協議会への負担金

商工業振興に要する事務費、負担金等の適正な執行に努める。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千

　

円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 4,797 4,797

令和 6年度実績 0 0 0 0 4,793 4,793

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令

商

和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

管理的な経費（会年度任用職員報酬など）及び各種負担金等の支出に関して

工

適正な執行を行った。
実　績

会年度任用職員報酬などの管理的経費や各種負担金等の支出がほとんでであるため。
理　由

商工業振興に要する管理的費用（会年度任用職員報酬など）、商工業の振興等のため加入している各種
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基本 業

商工業振興対策事業費(須木)

商工会の経営相談や経営改善計画作成等の経営改善普及事業や、すき物産協会の支援、商業まつりの実

所

施など

商工業の活性化

　

を促し、地域に密着し

　

た事業展開を行う。

事

属

業概要

１．商工会事業

を

2

者の経済所得の向上

期

0

間目標 ２．すき物産協

0

会の支援、商業まつり

5

の実施

３．宅配サービ

0

ス、安否確認・見守り

0

実施

国庫支出金 県支出

商

金 地方債 その他 一般財

工

源 事業費計 （千円）

令

観

和 5年度実績 0 72

光

0 0 7,367 4,4

振

課

18 12,505

令和

会

 6年度実績 0 1,6

　

01 0 7,015 5,

計

786 14,402

活

1

動指標名 すきほぜまつ

一

り来場者 単位 人

計画 1

般

,000 計画 1,00

会

0
令和 5年度 令和 

計

6年度 令和 7年度計

科

画 1,000
実績 70

興

　

0 実績 400

活動指標

目

名 宅配サービス 単位 件

0

/年

計画 1,400 計

6

画 1,400
令和 5

0

年度 令和 6年度 令和

1

 7年度計画 1,40

0

0
実績 1,207 実績

2

1,052

成果指標名

商

須木区域内消費拡大事

工

業 単位 消費額千円

計画

し

費

22,000 計画 22

・

,000
令和 5年度

商

令和 6年度 令和 7

工

年度計画 22,000

費

実績 18,930 実績

・

23,800

・商工会

商

運営費補助：3,80

工

0千円・商工会消費拡

業

大事業費補助：1,3

振

44千円・宅配サービ

ま

興

ス事業費補助：3,0

費

00
実　績

千円・すき

事

物産協会補助：923

　

千円・ほぜまつり補助

業

：1,442千円

各種

0

補助金を有効に活用し

1

、須木区域の購買力の

0

増進や買い物弱者の対

1

応、伝統行事「ほぜま

0

つり」による地
理　由

す

0

域の活性化など幅広く

商

事業の展開が図られた

工

。

今後も過疎化が進み

業

中小企業等の弱小化も

振

進んでいくなかで当該

興

事業を有効的に活用し

対

、須木区域の地域経済

策

今後の取組
発展を図る

事

。

業

【

費(共通)

経営体力維

方

持向上につながる中小

針

企業の人材育成を支援

施

】

するため「中小企業大

１

学校受講補助金」を、

商

人材確保

につながる福

工

利厚生の充実を支援す

業

るため「退職金共済加

の

入促進補助金」を交付

振

する。地場産業振興、

興

物産振

興を図るため、物産展に参加する。

事業概要 また、中小企業

策

の課題に即した事業が実施できるように見直しを行う。

地域経済を支える中小企業の経営体力維持向上や人材の育成を図るための支援制度を行うことで、経営の安定

期間目標 化や雇用の創出を図る。

 

国庫支出金 県支出金 地

１

方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 3,640 3,640

令和 6年度実績 0 0 0 0 3,195 3,195

成果指標名 中小企業大学校受講補助金交付者数 単位 人

計画 5 計画 5
令和 5年度 令和 

－

6年度 令和 7年度計画 5
実績 1 実績 1

成果指標名 退職金共済加入促進補助金交付者数 単位 人

計画 500 計画 500
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 500

実績 659 実績 583

活動指標名 溶接技術コンクール参

３

加者数 単位 人

計画 30 計画 30
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 30

実績 40 実績 33

中小企業大学校受講補助金は、1人の研修生に対し補助を行った。退職金共済加入促進補助金は、共済加入促
実　績

進のため

　

、掛金の一部を583人に対し補助した。溶接技術コンクールは、33人の参加者があった。

中小企業大学校受講補助金は、周知しているが受講者数は横ばい。退職金共済加入促進補助金は、周知徹底に
理　由

より交付者数

商

の増加した。溶接技術コンクールは、1事業者の参加が増え目標値は達成した。

各事業について、今後も広く周知に努める。
今後の取組

工

所　　属 500500 地域振興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 060102 商工費・商工費・商工業振興費

事　業 010300

事務事業評価書 65



基本 業

観光課 会　計 1 一般会計

科　目 060102 商工費・商工費・商工業振興費

事　業 020100 金融対策事業費(共通)

中小企業特別

所

融資制度及び小口零細

　

企業特別融資制度に基

　

づき、各取扱金融機関

属

がを融資を行い、市が

を

6

保証料

の全額補助及び

0

利子の一部補助を行う

0

。また、金融機関に対

5

し貸付原資を預託する

0

ことにより、金利の安

0

定化

を図る。令和３年

地

度以降に借入した事業

域

者に対し、利子補給補

振

助を廃止する見直しを

興

行っている。

事業概要

振

課

保証料の全額補助、利

（

子の一部補助及び特別

野

融資貸付を行い、各事

尻

業所の経営安定化を図

庁

り、商工会議所、商

期

舎

間目標 工会の会員数を

）

維持する。

国庫支出金

会

県支出金 地方債 その他

　

一般財源 事業費計 （千

計

円）

令和 5年度実績

興

1

0 0 0 150,000

一

6,551 156,5

般

51

令和 6年度実績

会

0 0 0 150,000

計

5,898 155,8

科

98

活動指標名 中小企

　

業特別融資制度申込件

目

数 単位 件

計画 20 計画

0

20
令和 5年度 令和

6

 6年度 令和 7年度

し

0

計画 20
実績 7 実績 1

1

2

活動指標名 小口零細

0

企業特別融資制度申込

2

件数 単位 件

計画 55 計

商

画 55
令和 5年度 令

工

和 6年度 令和 7年

費

度計画 55
実績 44 実

・

績 69

活動指標名 単位

商

計画 0 計画 0
令和 5

工

年度 令和 6年度 令和

ま

費

 7年度計画 0
実績 0

・

実績 0

市特別融資制度

商

の申込件数はいずれも

工

昨年度より増加した。

業

実　績

新型コロナウイ

振

ルス感染症の影響によ

興

る原油価格や物価高騰

費

に伴い、県が実施した

事

特別融資（原油・原材

　

料高
理　由

特別貸付・

す

業

みやざき再生支援得熱

0

貸付）が終了したため

1

、市特別融資制度の申

0

し込みが増加した。

今

4

後も引き続き、周知徹

0

底し事業推進を行う。

0

今後の取組

商工業

【

振興対策事業費(野尻

方

)

野尻町商工会等への

針

委託料・補助金交付。

施

】

メロン街路灯149基

１

（内66基はスポンサ

商

ー付）の維持管理及び

工

保険・電気料・事故処

業

理等に関する業務と、

の

ス

ポンサーの管理を含

振

めて野尻町商工会へ業

興

務委託する。

事業概要 野尻町商工会・シール会への補助、商工会が

策

実施する商業祭等イベントへの補助を行う。

 

　

メロン街路灯の維持管理を行い基数を維持する。

期間目標 商工会の相談指導により総合的な支援を行い、高齢化や後継者不足による廃業や脱会といった問題に対処し、

対外的

１

な商工業イベントを実施することで、地域経済の活性化を図る。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 2,770 5,395 8,165

令和 6年度実績 0 0 0 2,770 5,

－

394 8,164

成果指標名 メロン街路灯維持 単位 基

計画 149 計画 149
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 149

実績 149 実績 149

成果指標名 シール会の年間引換費 単位 千円

計画 1,700 計画 1,700

３

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 1,700
実績 2,260 実績 1,889

成果指標名 商業祭に係る商工業者の総売上高 単位 千円

計画 73,000 計画 75,000
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 7

　

5,000
実績 76,300 実績 7,092

メロン街路灯の維持管理を行い149基を維持した。また、本年度は、自動車事故による物損事故として街路灯
実　績

の事故処理や修繕業務が２件発生した。

委託内容は、電気料

商

・保険・事故処理等が業務の一部であるため、計画的な維持管理を行うことができた。
理　由

適正な維持管理に務めるとともに、経費削減につなげるため、電球交換は特殊作業車の利用が必要であり、可
今後の取組

能な範囲

工

で複数の件数で行う。

所　　属 200500 商工
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基本 業

0 4,029 4,029

令和 6年度実績 0 0 0 0 3,938 3,938

活動指標名 イベント入込客数 単位 人

計画 55,000 計画 5

所

5,000
令和 5年

　

度 令和 6年度 令和 

　

7年度計画 45,00

属

0
実績 43,000 実

を

2

績 42,900

活動指

0

標名 単位

計画 0 計画 0

0

令和 5年度 令和 6

5

年度 令和 7年度計画

0

0
実績 0 実績 0

活動指

0

標名 単位

計画 0 計画 0

商

令和 5年度 令和 6

工

年度 令和 7年度計画

観

0
実績 0 実績 0

こばや

光

し秋まつり：40,0

振

課

00人　こばやし冬ま

会

つり：2,900人　

　

実　績

秋まつりをより

計

満足度の高い内容にし

1

、冬まつりは、地域の

一

企業と協働でイベント

般

を開催したことで、地

会

域全
理　由

体のにぎわ

計

いを創出したが、夏ま

科

つりの終了もあり、目

興

　

標値の計画人数には達

目

しなかった。

こばやし

0

秋まつりを軸に、経済

6

性、時代適合性、有効

0

性を発揮する新たなに

1

ぎわいの形を創出して

0

いく。
今後の取組

2 商工

し

費・商工費・商工業振

ま

興費

事　業 03010

す

0 経済対策促進事業費

【

(共通)

経済対策小林

方

市住宅等リフォーム促

針

進事業補助金交付要綱

施

】

に基づき、20万円を

１

超えるリフォーム工事

商

に要する

経費のうち1

工

0％を補助する。上限

業

15万円。

事業概要

市

の

内施工業者の受注増を

振

図り、市内経済の活性

興

化及び市民の住環境整備を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方

策

債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 6,789 6,789

令和 6年度実績 0 0 0 0 7,590 7,590

活動指標名 補助件数 単位 件

計画 60 計画 62
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画

１

62
実績 56 実績 58

活動指標名 対象工事 単位 百万円

計画 100 計画 100
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 100

実績 88 実績 120

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

－

実績 0 実績 0

補助件数は昨年並みに推移し、経済効果として目標値を達成することができた。また、市広報や市ホームペー
実　績

ジで広く周知したことで、6月上旬には予算額に達成するなど事業効果は十分にあったといえ

３

る。

6月上旬に申請額が予算額に達するなど事業効果は十分である。
理　由

引き続き周知を徹底し、広く市内経済の活性化につながるよう本事業の利用を促す。
今後の取組

　

所　　属 200500 商工観光課 会　計 1 一般会計

科　目 060102 商工費・商工費・商工業振興

商

費

事　業 100200 商工業イベント事業費(小林)

市民や地域にとってのにぎわいづくり及び新型コロナ以降、依然と落ち込んでいる賑わいの回復を促進するた

め、各事業を実施するため「まつり小林実行委員会」や「こ

工

ばやし冬まつり実行委員会」等、各種団体への支

援を行う。

事業概要

中心市街地のにぎわいを創出させ、交流人口を増加させる。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0
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基本 業

め、えびの市及び高原町とともに設立してい

る協議会に対し、負担金を拠出し、大都市圏で物産展を開催する。事務局は輪番で令和６

所

年度は高原町が事務

局

　

となる。

事業概要  

（

　

負担割合）小林市7.

属

5/10、えびの市1

を

2

.25/10、高原町

0

1.25/10

西諸圏

0

域が合同で行うことで

5

、観光情報の発信によ

0

る認知度を高め、特産

0

品の販路拡大を目指す

商

。

期間目標

国庫支出金

工

県支出金 地方債 その他

観

一般財源 事業費計 （千

光

円）

令和 5年度実績

振

課

0 0 0 0 4,786 4

会

,786

令和 6年度

　

実績 0 0 0 0 4,79

計

2 4,792

成果指標

1

名 売上額 単位 万円

計画

一

350 計画 350
令和

般

 5年度 令和 6年度

会

令和 7年度計画 35

計

0
実績 190 実績 54

科

3

活動指標名 単位

計画

興

　

0 計画 0
令和 5年度

目

令和 6年度 令和 7

0

年度計画 0
実績 0 実績

6

0

活動指標名 単位

計画

0

0 計画 0
令和 5年度

1

令和 6年度 令和 7

0

年度計画 0
実績 0 実績

2

0

令和元年・４年・５

商

年と比較して過去最高

工

の売上金額を記録した

し

費

。販路拡大として、当

・

日中に商談成立５件・

商

実　績
後日確認された

工

新規取引開始が３件あ

費

った。

初めての土日開

・

催により集客力が向上

商

し、販売実績・販路拡

工

大の両面で成果を上げ

業

、事業者支援に大きく

振

貢献
理　由

したため。

ま

興

市内業者の販路拡大や

費

所得向上に繋がるよう

事

、開催場所、開催時期

　

を検討しながら効果的

業

な事業を実施してい
今

1

後の取組
く。

1020

す

0 商工会議所等支援事

【

業費(小林)

商工業団

方

体やその事業主への支

針

援を商工会議所と協働

施

】

して実施するにあたり

１

、「商工会議所一般事

商

務費補助」

や「商工業

工

各種団体育成補助」等

業

の各種支援事業を展開

の

する。

事業概要

・中心

振

市街地のにぎわいづく

興

り

期間目標 ・市外からの誘客及び市内経済の活性化

・市民及び市内

策

商工業者の心身や郷土愛の醸成

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 6,384 6,384

令和 6年度実績 0 0 0 0 6,606 6,606

活動指標名 中小企業相談所指導件

１

数 単位 件

計画 3,500 計画 3,500
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 3,500

実績 3,601 実績 2,718

活動指標名 セール等の経済効果 単位 千円

計画 350 計画 350
令和 5年度 令和 6年度 令和 

－

7年度計画 350
実績 430 実績 491

活動指標名 講演会参加者数 単位 人

計画 1,100 計画 1,100
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 1,100

実績 1,000 実績 500

商工会議所一般事務費補助、中小企

３

業相談所補助、商工業各種団体育成補助及び観月会行事補助を実施。
実　績

中小企業相談助指導件数が減少した主な要因は、傾聴と対話を通じた指導に切り替えたことで、相対的な相談
理　由

件数は減ったが、伴走型支援を

　

実施することで、持続的な成長につながる支援が可能となっている。

商工会議所と連携して、地域の中小企業や商店を支援すること等により、地域経済の持続的な発展に向けて、
今後の取組

商業機能の向上に取り組むととも

商

に、事業者の課題解決に向けて引き続き取り組む。

工

所　　属 200500 商工観光課 会　計 1 一般会計

科　目 060102 商工費・商工費・商工業振興費

事　業 180100 にしもろマルシェ事業費(共通)

大都市圏における農畜産物のＰＲや地元中小企業の販路拡大のた
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基本 業

所　　属

を

200500 商工観光

振

課 会　計 1 一般会計

科

興

　目 060102 商工

し

費・商工費・商工業振

ま

興費

事　業 20010

す

0 地域経済緊急支援事

【

業費(共通)

原油・原

方

材料高対策特別貸付利

針

子補給要綱、みやざき

施

】

再生支援特別貸付利子

１

補給補助要綱に基づき

商

、宮崎県中

小企業融資

工

制度の県の原油・原材

業

料高対策特別貸付、み

の

やざき再生支援特別貸

振

付を利用した事業者に

興

対し、3

年間分の利子を全額補給する。

事業概要 また、プレミアム

策

付商品券を発行し、消費需要を喚起し物価高騰等の影響により落ち込んだ地域経済の回復を

図る。

中小企業者の資金繰りを強力に支援し経営の安定を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円

１

）

令和 5年度実績 121,501 40,864 0 13,200 0 175,565

令和 6年度実績 82,764 23,631 0 5,514 65 111,974

活動指標名 融資制度利用した事業所の事業継続件数 単位 社

計画

－

86 計画 34
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 33

実績 84 実績 34

活動指標名 商工会議所　会員数 単位 社

計画 1,000 計画 1,000
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 1,000

実績 1,021 実

３

績 1,023

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

物価高騰の影響を受ける事業者に対し、新たな利子補給補助を行い、プレミアム付商品券事業の実施により、
実　績

事業

　

の継続と落ち込んだ地域経済の回復が図られた。

各事業について、事業者へ防災ラジオやホームページ、チラシの配布等様々な周知を行ったため制度の利用が
理　由

図られた。

次年度においても、利子補給補助の継続と、消

商

費喚起策として、プレミアム付商品券を発行し、落ち込んだ地
今後の取組

域経済の回復を図る。

工
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基本 業

支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 19,026 405 19,431

令和 6年度実績 0 0 0 4,957 539 5,496

成果指標名 立地企業新規雇用者数

所

単位 人

計画 30 計画 3

を

　

0
令和 5年度 令和 

　

6年度 令和 7年度計

属

画 30
実績 19 実績 1

2

5

成果指標名 立地企業

0

指定数 単位 社

計画 2 計

0

画 2
令和 5年度 令和

5

 6年度 令和 7年度

0

計画 2
実績 0 実績 1

活

0

動指標名 単位

計画 0 計

商

画 0
令和 5年度 令和

振

工

 6年度 令和 7年度

観

計画 0
実績 0 実績 0

新

光

規雇用者数は１５名で

課

、前年を下回ったが、

会

ＩＴ企業１社の立地に

　

より新たな分野での雇

計

用創出につながっ
実　

1

績
た。

IT企業の誘致

一

を目的に企業立地促進

般

条例（令和６年４月１

興

会

日施行）の改正を行っ

計

た結果、新たな企業の

科

立地が
理　由

実現し、

　

分野拡大と地域経済の

目

多様化に寄与したが目

0

標値には達しなかった

6

。

企業誘致支援業務委

0

託によって蓄積された

1

ノウハウや誘致候補企

0

業とのパイプを活用し

し

2

、ＩＴ関連企業の誘致

商

今後の取組
を進める。

工費・商工費・商

ま

工業振興費

事　業 04

す

0100 企業立地促進

【

基金積立事業費(共通

方

)

年度末に、企業立地

針

促進基金への積み増し

施

】

や基金利子の繰入れを

２

行う。

事業概要

企業が

雇

立地しやすい環境整備

用

等の財源の積み立て及

機

び将来発生する立地案

会

件に迅速に対応するた

創

め、基金を創

期間目標

出

設している。

国庫支出

の

金 県支出金 地方債 その

推

他 一般財源 事業費計 （

策

進

千円）

令和 5年度実績 0 0 0 12 0 12

令和 6年度実績 0 0 0 11 0 11

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度

１

令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

小林市公金保全管理委員会の選定により、高鍋信用金庫に預金し、利子の繰入れを行った。
実　績

小

－

林市公金保全管理委員会の選定による金融機関で安全で効率的な保管・運営ができている。
理　由

今後も安全で効率的な保管・運営ができる金融機関に預金し繰入れを行っていく。
今後の取組

３

所　　属 200500 商工観光課 会　計 1 一般会計

科　目 060102 商工費・

　

商工費・商工業振興費

事　業 070100 企業立地促進事業費(共通)

企業誘致支援業務委託によって蓄積されたノウハウや誘致候補企業とのパイプを活用し、ＩＴ関連企業の企業

誘致を進める。なお、立地企業に指定され

商

た企業に対しては、企業立地助成金（雇用促進助成、設備投資助成

、賃借料助成、通信回線使用料助成）を補助する。

事業概要 さらに、令和５年８月24日付けで締結した「健幸のまちづくりに関する連携協定」に基づいて

工

実施される連携

事業を推進するため、連携協定を締結した業者に対して当該推進業務を委託する。

総合戦略のＫＰＩ指標である新規雇用150人（５年間）を達成するため、年間30名の新規雇用を目指す。

期間目標  

国庫
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基本 業を

所　　属 20050

振

0 商工観光課 会　計 1

興

一般会計

科　目 060

し

102 商工費・商工費

ま

・商工業振興費

事　業

す

120100 中心市街

【

地等創業支援事業費(

方

共通)

新規創業者に対

針

して店舗等改修費及び

施

】

店舗等賃借料の一部補

３

助を行う。また平成3

中

0年度に設置した「小

心

林ビジ

ネス支援センタ

市

ー」（小林商工会議所

街

内）の活動及び運営に

地

対して補助を行う。

事

活

業概要

中心市街地内に

性

おける雇用の場の確保

化

や若い世代の働く場を

策

の

創出させ、交流人口を

推

増加させる。

期間目標

進

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 6年度実績 0 0 0 100 7,601 7,701

活動指標名 商工会議所　会員数 単

１

位 社

計画 1,000 計画 1,000
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 1,000

実績 1,021 実績 1,023

活動指標名 中小企業相談所指導件数 単位 件

計画 3,500 計画 3,500
令和 5年度 令和 6年度

－

令和 7年度計画 3,500
実績 3,601 実績 2,718

活動指標名 中心市街地における新規起業者数 単位 事業所

計画 2 計画 2
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 2

実績 2 実績 5

中心市街地における新規企業者数

３

が目標値を超え、新規創業者数は増えた。また本事業の問い合わせも増加し
実　績

、空店舗活用新規創業者支援事業費補助の活用が促された。しかし、指導件数は目標値を達成できなかった。

コロナ禍を経て次第に起業意欲

　

の高まりも見られ新規企業数が増加した。指導件数は、商工会議所と小林ビジ
理　由

ネス支援センターとの連携による伴走型支援にて丁寧な相談を行うことで目標値を達成できなかった。

今後も引き続き、小林ビジネス支援

商

センターとの連携を強化し、中心市街地等における新規創業に向けた支援
今後の取組

や雇用の場の確保を図る必要がある。

工
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基本 産

収集・分析や戦略の策定、

事業概要 ③観光関連事業の調整やプロモーションの実施、④ＤＭＯ主体による個別事業の実施、

⑤観光案内所運営及びＰＲ活動

観光入込客数の回復を目指し取り組む。

期間目標

国庫支出金 県支出金

業

地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 44,824 2,194 47,018

令和 6年度実績 0 0 0 43,

所

342 0 43,342

　

成果指標名 観光入込客

　

数 単位 万人

計画 88 計

属

画 90
令和 5年度 令

を

2

和 6年度 令和 7年

0

度計画 92
実績 66 実

0

績 58

活動指標名 単位

5

計画 0 計画 0
令和 5

0

年度 令和 6年度 令和

0

 7年度計画 0
実績 0

商

実績 0

活動指標名 単位

工

計画 0 計画 0
令和 5

観

年度 令和 6年度 令和

光

 7年度計画 0
実績 0

振

課

実績 0

小林市観光推進

会

計画及び小林市観光推

　

進協議会の方針のもと

計

に観光推進を実施。プ

1

ロモーション活動や着

一

地型
実　績

旅行商品の

般

販売、造成等により誘

会

客に努めた。

ＧＷの天

計

候不良や地震の影響や

科

インバウンド関係の回

興

　

復が遅れたことで、前

目

年度より減少するとと

0

もに目標値
理　由

には

6

至らなかった。

新しい

0

観光スタイルにあわせ

1

た国内外の観光プロモ

0

ーションや旅行商品の

3

販売強化、地域連携の

商

特産品の新た
今後の取

工

組
な造成などを行って

し

費

行く。また、現在実施

・

している肉丼プロジェ

商

クトを今後の誘客へ繋

工

げて行く。

費・観光費

事

ま

　業 010100 観光

す

振興事業費(共通)

小

【

林市観光振興計画にお

方

ける観光地としての本

施

針

市の認知度向上やイメ

】

ージアップを図るため

１

、観光イメージキ

ャラ

観

クターの業務委託によ

光

り実施する。

・観光イ

Ｄ

メージキャラクターの

Ｍ

業務委託

事業概要 花・

Ｏ

星・水の幸せの丘生駒

に

高原活性化プロジェク

よ

トが実施する、生駒活

策

る

性化イベントや周遊モ

観

ニターツアーの

実施な

光

どの事業費に補助を行

振

う。

観光イメージキャ

興

ラクターの活用により

の

、観光入込客数の回復

促

を目指す。

期間目標 花

進

・星・水の幸せの丘生駒高原活性化プロジェクトの活性化イベント

１

や周遊モニターツアーの実施等を行う。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 2,194 2,194

令和 6年度実績 0 0 0 400 2,000 2,400

成果指標名 観光入込

－

客数 単位 万人

計画 88 計画 90
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 92

実績 66 実績 58

成果指標名 イベント回数 単位 回

計画 0 計画 2
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 2

実績 0 実績 2

活動指標名 単位

計画

４

0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

観光イメージキャラクターの派遣等を通して、各種広報PR行い観光客の増加を図った。前年度と比較すると、
実　績

観光入込客数は減少した。

ＧＷの天

　

候不良や地震の影響により観光入込客数が伸び悩んだ。
理　由

観光DMOや他団体との連携により観光PR活動の充実を図る。市外のイベントに対しても、積極的なPR活動を行
今後の取組

う。

観

所　　属 200500 商工観光課 会　計 1 一般会計

科　目 060103 商工費

光

・商工費・観光費

事　業 080100 観光ＤＭＯ推進事業費(共通)

観光ＤＭＯが観光地域づくりの推進役として実施する下記の取組について、各種支援を行い本市の観光推進を

図る。

①関係者の合意形成、②各種データの
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実施した。

広域による取組により相互誘客が図られた。
理　由

「北きりしま広域観光推進協議会」による会議を実施するとともに、広域連携による誘客促進事業を実施する
今後の取組

。

業

所　　属

を

200500 商工観光

振

課 会　計 1 一般会計

科

興

　目 060103 商工

し

費・商工費・観光費

事

ま

　業 160100 観光

す

総務費(共通)

観光行

【

政全般に要する管理的

方

費用を執行する。

・観

施

針

光推進による各種協議

】

会への負担金

・その他

１

事務消耗品など

事業概

観

要

適正な執行に努める

光

。

期間目標

国庫支出金

Ｄ

県支出金 地方債 その他

Ｍ

一般財源 事業費計 （千

Ｏ

円）

令和 5年度実績

に

0 0 0 0 844 844

よ

令和 6年度実績 0 0

策

る

0 0 521 521

活動

観

指標名 単位

計画 0 計画

光

0
令和 5年度 令和 

振

6年度 令和 7年度計

興

画 0
実績 0 実績 0

活動

の

指標名 単位

計画 0 計画

促

0
令和 5年度 令和 

進

6年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画

１

0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

適正な執行を行った。
実　績

適正な処理を行えた。
理　由

適正な執行に努める。
今後の取組

－

所　　属 200500 商工観光課 会　計 1 一般会計

科　目 060103 商工費・商工費・観光費

事　業 240100 広

４

域観光推進事業費(共通)

圏域の観光誘客促進を図るため、３市町で協議会を設立し、観光で稼ぐ力を創出する。

・定期的な会議開催

・広域観光パンフレット作成

事業概要 ・観光ＰＲやプロモーションの実施

・誘客につなが

　

る観光イベント等の実施

 

圏域の観光入込客数の増加を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 6年度実績 0 585 0 293 0 878

活動指標名 圏域

観

入込客数 単位 人

計画 0 計画 2,900,000
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 3,296,583

実績 0 実績 3,363,641

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績

光

0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

定期的な会議開催と不定期による推進会議を行った。また、圏域の観光マップやロゴマーク作成、フォトコン
実　績

テストを
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状況・天候等の悪化により、事故等が発生しないよう監視業務を委託し、万が一、事故等が発

事業概要 生した場合に備え保険をかける。

夏の風物詩となっているすきむら河川プールを通して、観光地としての須木の魅力をア

業

ピールする。

期間目標

所

国庫支出金 県支出金 地

　

方債 その他 一般財源 事

　

業費計 （千円）

令和 

属

5年度実績 0 0 0 0 1

2

,116 1,116

令

0

和 6年度実績 0 0 0

0

0 1,169 1,16

5

9

活動指標名 利用者数

0

単位 人

計画 3,000

を

0

計画 3,000
令和 

商

5年度 令和 6年度 令

工

和 7年度計画 2,8

観

00
実績 904 実績 3

光

,154

活動指標名 単

課

位

計画 0 計画 0
令和 

会

5年度 令和 6年度 令

　

和 7年度計画 0
実績

計

0 実績 0

活動指標名 単

1

位

計画 0 計画 0
令和 

振

一

5年度 令和 6年度 令

般

和 7年度計画 0
実績

会

0 実績 0

経年劣化によ

計

る設備の修繕を実施す

科

ることで、安全を確保

　

し、河川プールを開設

目

した。
実　績

プール内

0

の土砂除去・清掃、水

6

質検査等を行った。ま

0

た、監視業務を委託し

興

1

事故防止に努めた。
理

0

　由

安全対策を行い、

3

安心安全な河川プール

商

を開設する。
今後の取

工

組

費・商工費

し

・観光費

事　業 180

ま

100 体験型観光推進

す

事業費(共通)

北きり

【

しま田舎物語推進協議

方

会との連携による農家

施

針

民泊の受入や日帰り農

】

業体験及び教育旅行の

２

民泊体験を実

施してい

体

る。３市町（小林市、

験

えびの市、高原町）が

型

事業費補助を実施。な

の

お、３年ごとに内容及

観

び金額につ

いて３市町

光

で協議を実施。

事業概

地

要

農家民泊や農業体験

策

づ

型による体験型入込客

く

数の回復を図る。

期間

り

目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 1,502 1,502

令和 6年度実績 0 0 0 0 1,496 1,496

活動指標名 体験

１

型観光入込客数 単位 人

計画 1,000 計画 1,000
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 1,100

実績 644 実績 695

活動指標名 一般体験宿泊客数 単位 泊

計画 150 計画 175
令和 5年度 令和 6年度 令和 

－

7年度計画 200
実績 208 実績 315

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

前年度と比べインバウンド受入の増加や教育委員会との協議により日帰り体験等が増加。
実　

４

績

前年度よりインバウンドは増加しているが回復までには至っていない。また、受入家庭の減少により受け入れ
理　由

数が伸び悩んでいる。

協議会における料金改定等に取り組み受入家庭の増加を図る。また県内外の教育旅

　

行及び一般利用者をメイン
今後の取組

ターゲットとした誘致を図ると伴に、インバウンド誘客に向けＤＭＯと連携した体験型観光を推進する。

観

所　　属 500500 地域振興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 070101 土木費・土木管理費・土木総務費

事　業 05

光

0300 河川プール管理事業費(須木)

夏休み期間中を中心に河川を利用したプールを開放する。

河川を利用していることから、プール内の土砂除去・清掃の実施、定期的な水質の検査を行う。また、開設期

間中は、河川の
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基本 産業

所　　属 2

を

00500 商工観光課

振

会　計 1 一般会計

科　

興

目 060103 商工費

し

・商工費・観光費

事　

ま

業 170100 合宿誘

す

致推進事業費(共通)

【

小林市合宿誘致推進協

方

議会設置規則及び小林

施

針

市合宿誘致推進協議会

】

補助金を基に事業を実

３

施している。合宿誘

致

ス

・ＰＲ活動及び合宿、

ポ

イベント団体に対する

ー

地場産品等の補助を行

ツ

う。また、新たな団体

を

の合宿誘致活動を

実施

活

する。

事業概要

地場産

用

品の交付により、合宿

策

し

団体の受入増加を図る

た

。また、各種団体と連

観

携を図り、合宿や大会

光

等の誘致を行

期間目標

の

う。

国庫支出金 県支出

推

金 地方債 その他 一般財

進

源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 561 561

令和 6年度実績 0 0 0 0 6

１

40 640

活動指標名 合宿団体数 単位 件

計画 35 計画 35
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 40

実績 8 実績 4

活動指標名 合宿に伴う延べ宿泊人数 単位 人

計画 600 計画 600
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年

－

度計画 700
実績 808 実績 900

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

合宿誘致においては、高校駅伝の九州大会や高校生ローイング（旧ボート）競技の合宿誘致を実施

４

した。
実　績

また、社会人軟式野球部の合宿やそのほか３団体の受入れを実施した。

韓国野球や九州大学ゴルフ部の受入れを予定していたが、地震等の影響によりキャンセルとなった。
理　由

県観光推進課や県観光協会及び

　

近隣する市町との連携を図り合宿誘致に努め、積極的に各競技団体への誘致活
今後の取組

動を推進していく。

観光

事務事業評価書 75



基本 産

存会、友愛クラブ、ハーメックのじり株式会社等からなる実行委員

会が主体となり企画・運営を行い、桜の名所としての会場の強みを活かした野尻町区域内の農畜産物や工芸品

等の物産展、飲食店のブ

所

ースを設け、地場産業

業

　

の振興につなげる。

事

　

業概要

のじりこぴあを

属

活用した春先のイベン

6

トとして定着しており

0

、野尻町区域の様々な

0

資源の魅力発信を行う

5

。

期間目標

国庫支出金

0

県支出金 地方債 その他

0

一般財源 事業費計 （千

地

円）

令和 5年度実績

を

域

0 0 0 230 0 230

振

令和 6年度実績 0 0

興

0 570 0 570

活動

課

指標名 のじりこぴあ桜

（

まつり来場者数 単位 人

野

計画 10,000 計画

尻

10,000
令和 5

庁

年度 令和 6年度 令和

舎

 7年度計画 10,0

）

00
実績 0 実績 10,

振

会

000

活動指標名 単位

　

計画 0 計画 0
令和 5

計

年度 令和 6年度 令和

1

 7年度計画 0
実績 0

一

実績 0

活動指標名 単位

般

計画 0 計画 0
令和 5

会

年度 令和 6年度 令和

計

 7年度計画 0
実績 0

科

実績 0

のじりこぴあ遊

　

具改修に伴うリニュー

興

目

アルオープンに合わせ

0

、さくらまつりを実施

6

したことにより過去最

0

高の
実　績

来場者数と

1

なった。

遊具改修に伴

0

うリニューアルオープ

3

ンや近隣学校等へのＰ

商

Ｒにより増加。
理　由

工

指定管理者主催による

費

桜まつりを実施してい

し

・

く。
今後の取組

商工費・観光費

事　

ま

業 110400 のじり

す

湖祭運営事業費(野尻

【

)

のじり湖祭実行委員

方

会への事業の運営補助

施

針

。のじり湖祭は、地域

】

活性化を担う野尻の一

４

大イベントであり、実

イ

行委員会がイベント内

ベ

容の企画から運営全般

ン

を担っている。平成2

ト

8年からは、地元の高

等

校生も参画し、地域活

の

動の体験も行っている

充

。今年は、ボランティ

策

実

アスタッフとしての参加があった。

事業概要 毎年、趣向を凝らして来場者に楽しんでもらうイベント内容を企画する。

観光浮揚の一翼を担うイベントとして、継続していくことに加えて、今後ともその役割を担える体制にし

１

てい

期間目標 く。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 4,900 0 4,900

令和 6年度実績 0 0 0 4,392 0 4,392

活動指標名 のじり湖祭来場者数 単位 人

計画 10

－

,000 計画 10,000
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 10,000

実績 8,000 実績 8,000

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計

４

画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

開催時期は、８月で開催予定だったが、荒天のため９月末の開催となった。また、40周年で寄付金は例年以上
実　績

となった。

台風により開催を延期

　

したことで、従来の夏休み期間中の開催でなかったことが、来場客数の減少につながっ
理　由

たものと推察される。

今後も地元に根差したイベントとして継続して開催する。また、物価高等による経費増加対策として、実行

観

委
今後の取組

員会による寄付活動の強化を行い、運営費の確保を図る。

光

所　　属 200500 商工観光課 会　計 1 一般会計

科　目 060103 商工費・商工費・観光費

事　業 130400 のじりこぴあ桜まつり運営事業費(野尻)

野尻町区域内の区長、商工会、郷土芸能保
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で開催されるまつりやイベントの運営補助を行う。なお、各まつり等は市民参画の実行委員会体制に

より実施開催している。

・出の山ホタルまつり補助

事業概要 ・陰陽石まつり補助

・桜まつり補助

まつ

所

りやイベントによる観

業

　

光客や交流人口の増加

　

及び経済活性化を図る

属

。

期間目標

国庫支出金

2

県支出金 地方債 その他

0

一般財源 事業費計 （千

0

円）

令和 5年度実績

5

0 0 0 0 3,821 3

0

,821

令和 6年度

0

実績 0 0 0 0 3,13

商

6 3,136

活動指標

を

工

名 単位

計画 0 計画 0
令

観

和 5年度 令和 6年

光

度 令和 7年度計画 0

課

実績 0 実績 0

活動指標

会

名 単位

計画 0 計画 0
令

　

和 5年度 令和 6年

計

度 令和 7年度計画 0

1

実績 0 実績 0

活動指標

一

名 単位

計画 0 計画 0
令

般

和 5年度 令和 6年

振

会

度 令和 7年度計画 0

計

実績 0 実績 0

ホタルま

科

つり、陰陽石まつり、

　

桜まつりを実施。ホタ

目

ルまつりについては、

0

期間を縮小したたが、

6

一日の来場
実　績

者数

0

としては過去最高とな

1

った。また、陰陽石ま

0

つり及び桜まつりにお

興

3

いても来場者数が増加

商

。

実行委員会体制の充

工

実やＰＲ等により増加

費

。
理　由

各まつりにつ

・

いては、実行委員会に

商

よる自主財源の確保等

工

に取り組み内容の充実

費

を図る。
今後の取組

・観

し

光費

事　業 19010

ま

0 こばやし霧島連山絶

す

景ウォーク事業費(共

【

通)

２日間にわたって

方

開催されることや、さ

施

針

まざまな認定などステ

】

ータスの高い大会であ

４

ることから、全国から

イ

の

参加者や多数の宿泊

ベ

客が見込まれるため、

ン

地域への幅広い経済効

ト

果が発生する仕組みづ

等

くりに努める。

また、

の

経済効果だけでなく、

充

ウオーカーへのふるま

策

実

いなど地域全体でおもてなしをすることで地域活性化や参

事業概要 加による市民の健康増進を図る。

そのため、会場設営や受付業務の委託、実行委員会への補助を行い、魅力ある大会としての運営を行う。

小林市の認知度向

１

上、宿泊客増及び市民の健康増進を図ると共に、周知活動を行い参加者増加を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 4,202 2,862 7,064

令和 6年

－

度実績 0 0 0 3,492 3,259 6,751

活動指標名 ウオーキング大会参加者 単位 人

計画 2,200 計画 2,200
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 2,200

実績 1,609 実績 1,686

活動指標名 単位

４

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

２日間で延べ1,686人の参加があった。実申込者数とし

　

ては、前年度より77人の増加となった。
実　績

県外のウオーキング大会に参加するなど、幅広く周知を行うことができたが、参加者の高齢化もあり目標には
理　由

いたらなかった。

参加者がさらに増えるように、実行委員

観

会の中でＰＲ活動や魅力あるコース選定など充実した内容となるよう
今後の取組

検討し、周知活動の向上を図る。

光

所　　属 200500 商工観光課 会　計 1 一般会計

科　目 060103 商工費・商工費・観光費

事　業 200200 観光イベント運営事業費(小林)

小林市内
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基本 産

などの取り組みにより、目標値への到達を目指す。

所

業

　

所　　属 20050

　

0 商工観光課 会　計 1

属

一般会計

科　目 060

2

103 商工費・商工費

0

・観光費

事　業 040

0

300 観光施設維持管

5

理費(須木)

観光客や

0

市民が快適に施設を利

0

用するため、老朽化し

商

た施設の改修や維持管

を

工

理を行い安全に利用で

観

きるように

維持する。

光

また、指定管理施設は

課

、各管理者と集客増加

会

、経費削減について、

　

モニタリングを行い施

計

設の維持

管理を行う。

1

事業概要 指定管理施設

一

・すきむらんど（R4

般

年度～R8年度）

施設

振

会

の安全管理を行い、観

計

光客や市民の余暇活動

科

の促進を行う。指定管

　

理施設においては、モ

目

ニタリングを通

期間目

0

標 じて、経費削減及び

6

集客増を行う。

国庫支

0

出金 県支出金 地方債 そ

1

の他 一般財源 事業費計

0

（千円）

令和 5年度

興

3

実績 0 57 0 0 54,

商

051 54,108

令

工

和 6年度実績 0 1,

費

000 0 0 47,54

・

1 48,541

活動指

商

標名 すきむらんど利用

工

者数 単位 人

計画 40,

費

000 計画 40,00

・

0
令和 5年度 令和 

観

6年度 令和 7年度計

し

光

画 50,000
実績 4

費

9,307 実績 51,

事

858

活動指標名 単位

　

計画 0 計画 0
令和 5

業

年度 令和 6年度 令和

0

 7年度計画 0
実績 0

4

実績 0

活動指標名 単位

0

計画 0 計画 0
令和 5

2

年度 令和 6年度 令和

0

 7年度計画 0
実績 0

ま

0

実績 0

前年度の実績よ

観

り2,551人の増加

光

となった。
実　績

かる

施

かや宿泊施設や温泉の

設

利用者増が図れた。ま

維

た、滝まつり等のイベ

持

ントの実施による集客

管

も図れた。
理　由

地域

理

住民及び関係団体と連

費

携を図り、自然を活か

す

(

した魅力の創出と利用

小

者ニーズに応える施設

林

改修を実施して
今後の

)

取組
いき、県内外客の

老

集客やインバウンド戦

朽

略を確立し、集客増に

化

向けて積極的に取り組

し

む。

た観

【

光施設について、改修

方

や修繕を行い維持管理

施

針

に努め、指定管理施設

】

は、各管理者と集客増

５

加、経

費削減について

観

、モニタリングを行い

光

施設の維持管理を行う

施

。

また、北きりしまコ

設

スモドームについては

等

、施設の利用方針を検

の

討するためR2年度か

充

ら休止しており、当該

策

実

施

事業概要 設におけるR6年度以降の事業費に反映する。指定管理施設については以下のとおり。

・小林市コスモホール及び生駒高原レクリエーションセンター（R4年度～R8年度）

・出の山広場及び出の山淡水魚水族館

１

（R7年度～R12年度）

・小林市観光・交流センター（R3年度～R7年度）

施設の安全管理を行い、観光客や市民の余暇活動の促進を行う。指定管理施設においては、モニタリングを通

期間目標 じて、経費削減及び集客

－

増を行う。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 346 0 0 40,663 41,009

令和 6年度実績 0 0 0 0 40,142 40,142

成果指標名 利用者数（レクセン） 単位 人

４

計画 34,000 計画 34,000
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 34,000

実績 21,382 実績 22,146

成果指標名 利用者数（水族館） 単位 人

計画 26,000 計画 26,000
令和 5年度 令和 

　

6年度 令和 7年度計画 26,000
実績 23,687 実績 30,724

成果指標名 利用者数（交流センター） 単位 人

計画 7,500 計画 7,500
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 7,500

実績 16,349

観

実績 15,558

・レクセン　前年度比　764人増　・水族館　前年度比　3,506人増
実　績

・交流センター　前年度比　791人減　※３施設合計（延べ）前年度比　3,479人増

イベント等を予定通り実施でき

光

たことに伴い、各施設の延べ利用者数が前年度と比較して増加した。
理　由

モニタリング等を通じて利用者数を継続的に把握し、必要に応じて、周辺の観光施設と連携した広報や追加の
今後の取組

イベントの実施を検討する
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基本 産

完了

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 6年度実績 0 0 0 0 4,675 4,675

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和

所

 6年度 令和 7年度

業

　

計画 0
実績 0 実績 0

活

　

動指標名 単位

計画 0 計

属

画 0
令和 5年度 令和

2

 6年度 令和 7年度

0

計画 0
実績 0 実績 0

活

0

動指標名 単位

計画 0 計

5

画 0
令和 5年度 令和

0

 6年度 令和 7年度

0

計画 0
実績 0 実績 0

か

商

じかの湯井孔内調査を

を

工

実施。
実　績

解体工事

観

については、翌年度へ

光

繰越し解体する。

解体

課

期間に日数を要すため

会

、3月までの営業を行

　

い、４月から７月にか

計

けて解体を行う。
理　

1

由

解体終了後、代替施

一

設の実施設計を行う。

般

今後の取組
また、かじ

振

会

かの湯揚湯機器の復旧

計

工事を実施する。

科　目 06010

興

3 商工費・商工費・観

し

光費

事　業 04040

ま

0 観光施設維持管理費

す

(野尻)

観光客や市民

【

が快適に施設を利用す

方

るため、老朽化した施

施

針

設の改修や維持管理を

】

行い安全に利用できる

５

ように

維持する。また

観

、指定管理施設は、各

光

管理者と集客増加、経

施

費削減について、モニ

設

タリングを行い施設の

等

維持

管理を行う。

事業

の

概要 指定管理施設

・野

充

尻湖多目的広場（R2

策

実

年度～R6年度）

・野尻町総合交流ターミナル（R2年度～R6年度）

 

運営中の事故ゼロ

期間目標 小林市観光入込客数の回復を行う

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 100 0

１

6,915 51,889 58,904

令和 6年度実績 0 0 0 4,995 57,026 62,021

成果指標名 小林市観光入込客数 単位 千人

計画 880 計画 900
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 920

実績 65

－

5 実績 579

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

来場者数は、野尻湖多目的広場

４

86,798人、野尻町総合交流ターミナル113,863人、計200,661人であった。
実　績

ゆ～ぱるのじりにおいては、イベント実施によりレストランや物販直売所の売上増に伴い利用者増につながっ
理　由

た。

　

のじりこぴあについては、ＧＷ時の雨天や地震の影響、遊具改修もあり利用者減となった。

利用者及び売上増加を図るため、イベント等の実施を行い集客に努める。
今後の取組

観

所　　属 200500 商工観光課 会　計 1 一般会計

科　目 060103 商工費・商工費・観光費

光

事　業 060300 観光施設維持管理費（臨時）(須木)

かるかや５棟を解体する。

　また、かじかの湯の井孔内調査を実施する。

・工事請負費　 50,000千円

事業概要 ・調査委託料　  4,180千円

期間内工事
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基本 産

不要となったため、契約解除を行い出来高払いによる完了をした。

国民スポーツ大会等に向け、アクティビティに対応できる機能を要した整備を再検討していく。
今後の取組

所

業

　　属 200500 商

を

工観光課 会　計 1 一般

振

会計

科　目 06010

興

3 商工費・商工費・観

し

光費

事　業 06040

ま

0 観光施設維持管理費

す

（臨時）(野尻)

遊具

【

広場のリニューアルを

方

行う。

事業概要

期間内

施

針

の工事完了

期間目標

国

】

庫支出金 県支出金 地方

５

債 その他 一般財源 事業

観

費計 （千円）

令和 5

光

年度実績 0 0 4,95

施

2 0 4,877 9,8

設

29

令和 6年度実績

等

0 0 38,300 2,

の

951 10,548 5

充

1,799

活動指標名

策

実

単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度

１

令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

遊具リニューアルを行った。
実　績

遊具リニューアルを行った。
理　由

利用者が安心安全に利用できるよう維持管理に努める。
今後の取組

－

所　　属 200500 商工観光課 会　計 1 一般会計

科　目 060103 商工費・商工費・観光費

事　

４

業 230100 すきむらんどアクティビティセンター整備事業費(共通)

すきむらんどアクティビティセンターの整備等に伴う建築物実施設計を行う。

事業概要

基本計画及び現場の状況に適した建築物実施設計を行う。

期間

　

目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 0 3,911 3,911

令和 6年度実績 0 0 0 0 1,232 1,232

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和

観

 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

アクティビティ

光

センター整備の建築物実施設計、敷地整備設計業務の契約解除を実施した。
実　績

新たにローイング競技が加わったことにより、計画の見直しを余儀なくされ、予定していた競技会場周辺にア
理　由

クティビティセンターは
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基本 的

所　　属 162000 地方創生課 会　計 1 一般会計

科　目 020106 総務費・総務管理費・企画費

事　業 490100 ふるさと起業家等育成支援事業費(共通)

な

地域資源を活用して地域課題の解決に資する事業を立ち上げる起業家や事業を拡充する事業者に対し、クラウ

ドファンディング型ふるさと納税のスキームを活用し資金調達を行い、事業費の一部を補助する。

事業概要

令和６

プ

年度　制度利用による

所

新規支援　２件

期間目

　

標

国庫支出金 県支出金

　

地方債 その他 一般財源

属

事業費計 （千円）

令和

1

 5年度実績 0 0 0 0

6

0 0

令和 6年度実績

2

0 0 0 0 2,861 2

0

,861

活動指標名 制

0

度利用による地域課題

ロ

0

解決の取り組み 単位 件

地

計画 2 計画 2
令和 5

方

年度 令和 6年度 令和

創

 7年度計画 2
実績 1

生

実績 2

活動指標名 単位

課

計画 0 計画 0
令和 5

会

年度 令和 6年度 令和

　

 7年度計画 0
実績 0

計

実績 0

活動指標名 単位

1

計画 0 計画 0
令和 5

モ

一

年度 令和 6年度 令和

般

 7年度計画 0
実績 0

会

実績 0

実施件数は２件

計

であった。
実　績

広報

科

誌への掲載や商工会議

　

所等へのチラシ設置、

目

ふるさと納税事業者説

0

明会での紹介で周知を

2

行ったことで目
理　由

0

標値に達した。

継続し

ー

1

て、広報誌や関係機関

0

へのチラシ配布など周

6

知強化を図る。また、

総

事業プロジェクト、新

務

たな返礼品拡
今後の取

費

組
充や寄附金獲得にあ

・

たり伴走型支援を行う

総

。

務管

シ

理費・企画費

事　業 1

ョ

60100 シティプロ

ン

モーション推進事業費

を

(共通)

市外からの経

施 推

営資源の獲得に努める

進

外向けの取り組みと住

し

民を巻き込んだ郷土愛

ま

の醸成・向上に資する

す

内向き

の取り組みを柱

【

とし、関係人口の拡大

方

や地域の活性化を図る

針

。

【主な取り組み】　

】

事業概要 外向けプロモ

１

ーション（市外からの

策

戦

経営資源獲得に主眼を

略

置いた展開／ファンサ

的

ポ及びふるさと納税に

プ

よる関

係人口拡大）

内

ロ

向けプロモーション（

モ

市民や学校関連団体等

ー

と連携した地域資源の

シ

再発見と発信、郷土愛

ョ

の醸成・向上）

 

こば

ン

やしファン・サポータ

１

の

ーズＣＬＵＢ会員数　

推

R6/30,000人

進

、R7/35,000人、R8/38,000人、R9/40,000人

期間目標 公式ＳＮＳフォロワー数合計　R6/56,000人、R8/70,000人、R9/72,5

－

00人　　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 97,623 0 97,623

令和 6年度実績 0 0 0 100,681 1 100,682

成果指標名 こばやしファンサポーターズ

５

ＣＬＵＢ会員数 単位 人

計画 20,000 計画 30,000
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 35,000

実績 29,631 実績 32,000

成果指標名 公式各ＳＮＳフォロワー数 単位 件

計画 8,850 計画 56,

　

000
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 65,000

実績 49,351 実績 61,002

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

こばやしファンサポーターズＣＬ

戦

ＵＢ会員数、公式各SNSフォロワー数ともに目標値を上回った。
実　績

市出身芸能人（PR大使）と連携したプロモーションや、ふるさと納税及びイベント等を通じた取り組みにより
理　由

、目標を達成することができた

略

。

メルマガの配信や会員向けサービスの充実などを図るとともに、新たな入会機会の開拓を図る。
今後の取組
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基本 的なプ

所　　属 16200

ロ

0 地方創生課 会　計 1

モ

一般会計

科　目 020

ー

114 総務費・総務管

シ

理費・諸費

事　業 11

ョ

0100 ふるさと納税

ン

推進事業費(共通)

地

を

域資源の見える化・魅

施 推

せる化の取り組み強化

進

をはじめマーケティン

し

グ手法も意識した戦略

ま

的プロモーション

展開

す

により、ファン及び寄

【

附獲得金額の増加につ

方

なげる。また、獲得財

針

源の活用により市民サ

】

ービスの向上と

起業支

１

援等により新たな地域

策

戦

活性化の循環が生まれ

略

る状態をつくる。

事業

的

概要

令和６年度　1,

プ

800,000,00

ロ

0円（90,000件

モ

×20,000円）

期

ー

間目標

国庫支出金 県支

シ

出金 地方債 その他 一般

ョ

財源 事業費計 （千円）

ン

令和 5年度実績 0 0

１

の

0 0 803,207 8

推

03,207

令和 6

進

年度実績 0 0 0 0 666,302 666,302

成果指標名 ふるさと納税による寄附金額 単位 千円

計画 1,500,000 計画 1,800,000
令和 5年度 令和 6年度 令和

－

 7年度計画 2,000,000
実績 1,269,929 実績 1,349,244

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6

５

年度 令和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

寄附受入額は1,349,244,716円（企業版ふるさと納税を含む）となり、目標額の達成ができなかった。
実　績

大量流通に耐えうる事業者不足や、全国的な海産物や日用品の

　

需要増に影響を受けたことが理由に挙げられる
理　由

。

引き続き、地域の生産者等の連携強化はもとより、マーケティング強化や商材の訴求力向上など戦略的な展開
今後の取組

により、ふるさと納税目標寄附額の獲得に努め

戦

る。

略
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基本 的

イベントを実施する。

また、空き家バンク活用補助、移住支援金、奨学金返還補助の活用や各課が実施する各種人材確保支援策を活

用した働き手の確保により、移住促進を図っていく。

事業概要

令和４年度～令和７年度の４

な

年間で、135世帯（県内移住世帯含）を期間目標とする。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 3,051 0 0 2,653 5,704

令和 6年度実績 0 8,013 0 3

プ

48 3,807 12,168

成果指標名 移住世帯数 単位 世帯

計画 35 計画 35
令和 5年度 令和 6年度 令和 

所

7年度計画 35
実績 5

　

実績 12

活動指標名 単

　

位

計画 0 計画 0
令和 

属

5年度 令和 6年度 令

6

和 7年度計画 0
実績

ロ

0

0 実績 0

活動指標名 単

0

位

計画 0 計画 0
令和 

5

5年度 令和 6年度 令

0

和 7年度計画 0
実績

0

0 実績 0

都市部での移

地

住相談会を３回開催し

域

ＰＲ活動を行った。ま

振

た移住支援金の活用件

興

数が伸びたため、前年

課

度より
実　績

移住世帯

モ

（

数が増加した。

市ＨＰ

野

や市公式ＬＩＮＥ、市

尻

公式メール、移住者ス

庁

カウトサービス等によ

舎

り移住施策や移住相談

）

会の開催につ
理　由

い

会

て広報を行ったため。

　

移住支援金制度を分か

計

りやすく伝える移住パ

1

ンフレットの作成等や

ー

一

プロモーション活動と

般

連携した移住支援制
今

会

後の取組
度の周知を図

計

る。

科　目 020

シ

106 総務費・総務管

ョ

理費・企画費

事　業 0

ン

70400 お試し移住

を

施設管理運営等事業費

施 推

(野尻)

本市を「住み

進

たい」「住み続けたい

し

」まちにしていくため

ま

、移住希望者が一時滞

す

在できる施設を提供し

【

、新し

い人の流れを作

方

る。

野尻町区域の空家

針

となっている住宅を１

】

戸借上げ、生活に必要

３

な家具や電化製品等一

策

Ｕ

式を整備し、一時的な

Ｉ

滞

事業概要 在施設とし

Ｊ

て移住希望者へ提供し

タ

ている。

市内での生活

ー

体験、移住にあたって

ン

の住居や仕事探しの拠

促

点としての活用を図る

進

。

期間目標

国庫支出金

の

県支出金 地方債 その他

た

一般財源 事業費計 （千

１

め

円）

令和 5年度実績

の

0 0 0 1,164 37

取

1,201

令和 6年

組

度実績 0 0 0 1,09

の

8 19 1,117

成果

強

指標名 移住希望者体験

化

数 単位 組

計画 12 計画 15
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 11 実績 5

－

成果指標名 移住組数 単位 組

計画 3 計画 3
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

区長が多方面な案内を実施したた

５

め、利用者の多くは本市を満喫しながら移住を検討されたと思われる。しか
実　績

しながら、移住実績にはつながらず、移住希望者体験組数も減小した。

事業の周知の困難さと近隣自治体の移住施策等もあり、移住者への動

　

機付けにつながらなかった。
理　由

フロンティア荘は、平成30年度より開設し７年間お試し移住施設として運営してきた。初期の目的を果たし、
今後の取組

令和6年度末で閉鎖とした。今後は、地方創生課が主管課となり

戦

移住・定住の促進を図っていく。

所　　属 162

略

000 地方創生課 会　計 1 一般会計

科　目 020106 総務費・総務管理費・企画費

事　業 140100 移住等促進支援事業費(共通)

移住希望者への個別の移住相談、オンラインを活用した移住相談会およびセミナー等の
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基本 的

民間の

一般社団法人とし、市は補助・助言を行う。

これまでの実施内容や効果を踏まえ、毎年、事業内容や規模の見直しを図る。

事業概要

市外からの参加者数。また、関係団体との連携によるイベント開催を積極的に行う。

な

 

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 5年度実績 0 0 0 8,000 0 8,000

令和 6年度実績 1,000 0 0 7,000 0 8,000

成果指標名 関係人口の増加（累計） 単位 人

計

プ

画 1,600 計画 1,800
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 1,850

実績 1,774 実績 1,9

所

92

成果指標名 単位

計

　

画 0 計画 0
令和 5年

　

度 令和 6年度 令和 

属

7年度計画 0
実績 0 実

1

績 0

活動指標名 単位

計

ロ

6

画 0 計画 0
令和 5年

2

度 令和 6年度 令和 

0

7年度計画 0
実績 0 実

0

績 0

第15期（オープ

0

ンスクール含む）の市

地

外からの受講生は78

方

名、第16期（オープ

創

ンスクール含む）の市

生

外からの
実　績

受講生

課

は118名の参加とな

モ

会

り、22名の講師を市

　

外から招聘した。

フェ

計

イスブック等のＳＮＳ

1

を活用し市内外への情

一

報発信や７周年記念授

般

業の実施により多くの

会

参加者があった
理　由

計

。

東京大学先端科学技

科

術研究センター等の外

　

部団体との事業連携に

ー

目

よる人材育成事業を充

0

実させる。また、地域

2

今後の取組
課題の解決

0

に向けた取組として地

1

元高校とも連携した事

0

業に取り組んでいく。

6 総務費

シ

・総務管理費・企画費

ョ

事　業 150100 地

ン

域おこし協力隊事業費

を

(共通)

本市では平成

施 推

25年度より地域おこ

進

し協力隊制度を導入し

し

、令和６年度から１名

ま

の隊員が須木地区を中

す

心に活動

している。

隊

【

員の着任により地域で

方

のニーズや課題解決策

針

を見極めながら、協力

】

隊の地域での活動支援

３

や起業支援・就業

事業

策

Ｕ

概要 支援といった定住

Ｉ

に係るサポートを実施

Ｊ

する。

協力隊の起業お

タ

よび就業による地域活

ー

性化及び任期終了後（

ン

卒隊後）の定住による

促

人口増

期間目標

国庫支

進

出金 県支出金 地方債 そ

の

の他 一般財源 事業費計

た

（千円）

令和 5年度

１

め

実績 0 0 0 0 0 0

令和

の

 6年度実績 0 0 0 0

取

3,833 3,833

組

成果指標名 卒業隊員定

の

住定着率（％） 単位 ％

強

計画 60 計画 60
令和

化

 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 60
実績 59 実績 52

成果指標名 単位

計画 0 計画

－

0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

新規隊員の確保は、１名採用（須木地域の課題解決）し、５月から活動

５

を開始した。１名（野尻地域の課題解
実　績

決）の採用については、関係企業等と協議を重ね、告知方法の改善も行ったが採用することが出来なかった。

募集要項の内容については、関係者との協議のうえ決定したが、希望

　

者からの視点ではハードルが高かったた
理　由

め、応募件数が伸びなかった。

令和７年度も引き続き、新規に着任した協力隊員のサポートを行い定着に繋げる。また、今後募集する協力隊
今後の取組

についても検討していく

戦

。

所　　属 162000 地方創生課 会　計 1 一般

略

会計

科　目 020106 総務費・総務管理費・企画費

事　業 220100 大人の社会塾（熱中小学校）事業費(共通)

人材育成事業を半年（月1回実施）を1クールとして、2クール開催する。人材育成事業の運営主体は、
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基本 的なプ

所　　属 1

ロ

62000 地方創生課

モ

会　計 1 一般会計

科　

ー

目 020114 総務費

シ

・総務管理費・諸費

事

ョ

　業 060100 還付

ン

等事業費(共通)

令和

を

４年度から宮崎県ひな

施 推

た暮らし実現応援事業

進

補助金（県補助）、宮

し

崎県移住支援事業補助

ま

金（国補助）を

活用し

す

、小林市ひなた暮らし

【

移住支援金（県補助）

方

及び小林市移住支援金

針

（国補助）を交付して

】

いる。令和５

年度に小

３

林市ひなた暮らし移住

策

Ｕ

支援金を交付した対象

Ｉ

者において、申請後３

Ｊ

年以内に小林市外へ転

タ

出したため

事業概要 、

ー

全額返還の対象となっ

ン

た。これに伴い、交付

促

額1,000,000

進

円のうち補助額750

の

,000円を宮崎県へ

た

返還する。

令和６年度

１

め

中に宮崎県へ返還する

の

。

期間目標

国庫支出金

取

県支出金 地方債 その他

組

一般財源 事業費計 （千

の

円）

令和 5年度実績

強

0 0 0 0 0 0

令和 6

化

年度実績 0 0 0 750 0 750

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令

－

和 7年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績 0 実績 0

令和５年度に

５

交付した小林市ひなた暮らし移住支援金の返還が１件発生し、本人より返還があった。宮崎県ひ
実　績

なた暮らし実現応援事業補助金（3／4）の交付を受けているため、宮崎県へも補助額を返還した。

実態調査により、小

　

林市ひなた暮らし移住支援金の交付を受けてから３年未満で県内の他自治体へ転出したこ
理　由

とが判明したため、全額返還対象となった。本人への丁寧な説明を行い早期返還ができた。

移住支援金受給者への実態調査及び

戦

交付時の申請者への要件の説明を徹底し、適正な交付に努める。
今後の取組

略
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基本 的なプ

所　　属 160500

ロ

企画政策課 会　計 1 一

モ

般会計

科　目 0201

ー

02 総務費・総務管理

シ

費・文書広報費

事　業

ョ

040100 広報広聴

ン

事業費(共通)

毎月１

を

日に広報こばやし、1

施 推

5日にお知らせを発行

進

する。ホームページは

し

、ＣＭＳを利用し運営

ま

する。そのほか

、ＬＩ

す

ＮＥ、faceboo

【

kやＸなどを活用し、

方

より効果的に情報を発

針

信する。

事業概要

市民

】

の情報収集媒体は多様

４

化しているため、各世

策

効

代に合わせて情報発信

果

を行っていく必要があ

的

る。

期間目標

国庫支出

な

金 県支出金 地方債 その

広

他 一般財源 事業費計 （

報

千円）

令和 5年度実

・

績 0 480 0 975 1

広

8,352 19,80

聴

7

令和 6年度実績 0

の

464 0 960 19,

１

展

798 21,222

成

開

果指標名 ホームページの月間アクセス数 単位 件

計画 46,200 計画 46,400
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 46,600

実績 51,865 実績 49,567

成果指標名 Facebo

－

okのいいね数 単位 人

計画 3,400 計画 3,500
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 3,600

実績 3,422 実績 5,228

活動指標名 単位 人

計画 0 計画 0
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度計画 0

実績

５

0 実績 0

市公式ＬＩＮＥを運用し、様々な情報を発信した（登録者数 7,551人：令和7年3月31日現在）。また、報道発
実　績

表やＳＮＳとメディアミックスにより情報を拡散した。

シティプロモーションの積極的

　

な取り組みと連携したことにより、より効果的な情報発信ができた。広報こば
理　由

やしは全国広報コンクールで入選1席となるなど、高い評価を得た。

既存の取り組みに加えて、職員のリテラシー向上や発信の方法を工夫

戦

するなどし、更に情報発信を強化する。
今後の取組

また、ＬＩＮＥの登録者数の更なる拡大に取り組む。

略
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